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79世 界 コンピュータ年鑑
情 報 化 の 現 状 と産 業 動 向 〈主な内容〉

Ulpoε £(財)日 本情報処理開発協会編

コンピュータを中核 とす る世界の情報化 の波 は
、電 気通信 技術 と

の結 合に より、広域的 、階層的 な情報処理 を可能 と し、国籍 を越 え

た情報化 の線 か ら面への システム形成期を迎 えっっ あります。

この発展の担 い手 となる、先進 コ ンピュータ ・メーカーや、通信

サー ビス業 界の多国籍化 と国際企 業戦略は、 ます ます激化 し、各国

政 府や コンピュー タ ・メー カーは、その対抗策 をせま られ、 さまざ

まな展 開 をみせ てい ます。

本年鑑 はll堺 の コンピュータ産 業の現況 と展望 、および複雑 に絡

む 各国の思惑一 自国 保護策 とi旬外進出一 につ いての調 査/分 析

と将 来動向の解説 を強 く要望 され る各 界の 多くの 人た ちに応 えるも

ので 、昨 年度 は好評の中 に㍗8世 界コ ン ピュー タ年鑑 を発刊いた し

ま した。

本年度 、第2回 目'79年 版 を発刊 するにあたり、日本の位置付 けと、

次期技術開発の指針 とな るべ く、世 界の需要動向 と、その市場 をよ

り充実 した調査資料 と統 計 を駆 使 し、わか りやす く解説 しています。

第1部 世界のコンピュータ界 その動向 と課題
●ハー ドウ!ア 産業界の動向●コンピュータ ・サー ビス産業

●データ通信業界の動向 ●日本をとりまく世界環境の変化
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■アメリカ市場の概 要●ハー ドウ .ア 市場と主要メーカーの動

向●コンピュータ ・サービス牒 ・データ通イ諦 業界の動向

●カナダの コンピュー タ事情
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イツの現状と将来●その他の欧州諸国一 北欧4カ 国/ベ ネル

クス/イ タリア/ス イス/オ ース トリア

第4部 そ の他 の 国 々編

●東アジア諸国(12カ 国)● 中近 東諸国(4カ 国)● ソ連 ・東欧圏

諸国(8カ 国)● その他の諸国(4カ 国)

第5部 資 料 編

世 界のコンピュータ設置状況/各 国の コンピュータ市場/世 界

のコンピュータ・ハー ドウ.ア/コ ンピュー タ・サービス/企

業財務状況/情 報処理関連団体 ・組織一覧/世 界のPTT－ 覧

/総 合年表

レ定 価5,600円 送 料240円

θB5判 ・407頁 箱 入

お 申 込み は 全国 書店 ま たは コ ン ピュ ー タ ・エ ー ジ

社 出版 部 ま で。
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情報処理開発の

問題点

情報処理振興事業協会理事長

野 見 山 勉

情報処理開発については大小さまざまの問題が

山積 している。情報産業は日進月歩の勢いで 目ま

ぐるしく前進 し,多 面化しつつある。半導体素子

開発の躍進,次 世代電算機への対応,光 利用装置

の開発,オ フコン・ミニコン等超小型システムの

出現,漢 字処理 ・図形処理の流行,電 算化民生機

器類の台頭等々。 どれをとってもこれからの情報

産業の行方に大きな影響を及ぼす問題であって,

これ らに対応 して情報処理産業の進むべき方向を

定め適切な措置を講ずることは非常に困難ではあ

るが,非 常に重要なことである。問題は複雑多岐

にわたっているが,そ の中で諸問題の底流に横た

わっている基本的な事項 と思われることについて

若干の卑見を申し述べてみたい。

わが国の情報産業については,い わゆるハー ド

面は世界水準に遜色ないが ソフ ト面では大きな格

差があると一般にいいならわされている。しかし

この表現は通 り一ぺんのいい方であって,格 差の

実体はどうい うものなのか,ま た格差があるとし

てそのためにどうい う支障がどこに起っているの

か という点は明確にはなっていない。

思 うに,ハ ー ドにはいわゆる価格性能比という

ものが取引の面に現れるから数字的に彼我の優劣

が比較でき,否 応なしに格差は明確 となる。だか

ら企業はその存立をかけて価格性能比の向上に努

力する。だか らこそわがハー ドメーカーの輝やか

しい成果が結実 しつつあるのだと思う。これに比

べソフトの面ではハー ド面におけるような定量的

な価値測定基準がない(少 なくとも現在までのと

ころは存在 しない)か らソフトの格差 というもの

はビジュアルには認識されない。それに実際上の

問題 として,わ が国におけるソフ トの供給 メカニ

ズムの現状ではソフ トの価値は特に認識一 判別

されにくい状況にある。ごく最近までソフ トはハ

(
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一 ドにバンドルされて供給されてきた。その点で

ソフトの価値は外形的に認識されるスベがなかっ

た。かつ,ソ フ トが個別注文生産的に供給されて

いるから,そ の性能を評価すべき比較対象がない

わけで,少 々使い勝手が悪いとは思ってもこんな

ものかという気持で我慢して使ってきた というの

が実情である。つ まりソフトには他の競争品 と比

較対照 されて優勝劣敗の競争原理が作動する環境

が存しなかったのである。だからソフトの彼我格

● 差論が声高く叫ばれてもそれ蹴 老層だけの議論
に と ど ま り,現 実 に 業 界 を 動 か す衝 撃 力 と して は

働 か な か っ た の で は な か ろ うか 。

しか し,現 実 の 舞 台 は 急 激 に 転 回 しつ っ あ る。

そ れ は 二 つ の 面 か ら石 取 で き る。 そ の 一 つ は い わ

ゆ る ア ンバ ン ドリン グの 進 行 で あ る。 少 し以前 ま

で は ア ンバ ン ドリン グは 果 して 現 実 化 す る もの か

ど うか と疑 問 の 眼 で 見 る向 き もあ った が 最 近 の 状

況 では,そ れ は す で に 明 瞭 に 実 施 の ス ター トを 切

った と見 られ る。JECCで は ハ ー ドメー カー が

供 給 す る ソフ トの ア ンバ ン ドリン グを促 進 す る 目

的 で ソフ ト登 録 を 行 って い るが,最 近 時 点 で の統

計 で は有 償 で 供 給 され た もの の レン タル 料 合 計 額

)b:mnv.年前 に比 べ て 約10倍 とな って い る。 ア ンバ ン

ドル の急 速 な進 展 を 示 す もの で あ る。

この よ うに ソ フ ト有 償 化 が 進 行 す る と,こ れ か

らの メー カー 間 の競 争 は ソフ トの 価 格 と性 能 の 点

に大 き な比 重 が かか って くる こ とは 間 違 い が な

い 。特 に ハ ー ドが技 術革 新 と量 産 との結 果 と して

そ の価 格 が急 速 に低 下 して くるか ら,ソ フ トの 売

上 高 の如 何 が 各社 の経 営 戦略 の大 きな 眼 目とな っ

て くる 筈 で あ る 。 これ に 関連 して ソフ ト生 産 技 術

の優 劣 と汎用 ソ フ ト供 給 力 の如 何 が大 きな 問 題 点

とな っ て く る こ とも また 明瞭 で あ る。

前 者 に つ い て は,こ れ まで も,ソ フ ト工 学 的 な

3

生産方式の必要性は理屈 としては理解されてはい

たが現実問題としては依然として手作業的,経 験

的な手法に依存 してきたのが大勢で,ま たそれで

何とか間に合ってきたが,前 述のような事態の進

展につれ,も うそれでは済 まされなくなりつつあ

るものと思 う。つまり,ソフ ト生産技術の優劣が,

市場競争力を大きく左右することとなって くるの

である。後者についていえぽ,汎 用 ソフ トの方が

個別生産 ソフ トよりも,た とえイニシアルコス ト

は大きくても量産量販の利益のためメーカーもユ

ーザーも利益する筈であるし,ま すます複雑化す

るソフ トを多 くの工数を要する在来の個別生産方

式で賄 うための人的資源にも余裕がなくなりつつ

あることを考えれば,汎 用品生産を供給できる者

が優位に立つ ようになって くることは殆んど確実

であろう。

第二の情勢変化は,輸 入 ソフ トの急速な増加で

ある。資料によると,こ の一,二 年間における輸

入 ソフト(汎 用)の 利用者数は年率50パ ーセント

程度のハイスピー ドでふえつづけている。これは

国内ユーザの間に汎用品の有利性が認識され始め

た一 つ まり,ソ フト開発のコス トが増加してき

たため自社内で開発するより汎用を購入する方が

有利なことに気付き,か つ,熟 練した専門家によ

る信頼度の高いソフト,す なわち,専 門業者によ

る優秀な汎用品を希求するようにな り始めた証左

である。 と同時に,そ れが輸入品であるとい う点

に重要な意味があると思 う。

以上のように,ア ンバンドリングの進行と輸入

汎用 ソフトの増加傾向か らみて,ソ フ ト生産技術
ト

の向上と汎用 ソフトの開発は議論段階を飛び超え

て現実の死活問題にかかわる緊要事 とな りつつあ

ると痛感され る。

(のみやま つとむ)
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80年 代 の テ ー マ はr経 済 安

全保障 の確 立 と技術 立国』

産構審情報産業部会の ビジョンは…

、知識集約化"の キャッチ ・フ レーズで象徴

された1970年 代 も終 り,い よいよ80年 代に突

入 した。80年 代のわが国の情報産業は,い か

なる目標,い かなる方向で進んでいくのか。

今 松 英 悦

(

「80年代政策」の2つ の大目標

「知識集約化」へのキャッチフレーズで象徴さ

れた70年 代も終わ りいよいよ80年代に突入した。

一体,80年 代のわが国経済はいかなる目標,い か

なる方法で進んでいくのか。通産大臣の諮問機関

である産業構造審議会(土 光敏夫会長)が,3月

17日佐 々木通産大臣に答申した 「80年代の通商産

業政策」によると,80年 代のテーマは 「経済安全

保障の確立と技術立国」であるとい う。

前段の 「経済安全保障の確立」は,資 源小国と

い うわが国の降路を克服 しようとい う問題意識に

よるわけであるが;後 段の 「技術立国」は1971年

5月 に答申された 「70年代の通商産業政策」で打

ち出された,「 知識集約化」の発展的な姿と言 う

ことができる。 「80年代政策」は,産 業構造全体

の知識集約化が目ざされているとい う点で,「70

年代政策」の知識集約型産業の育成 とは,ち がい

があるが,情 報産業にかける期待が大きいとい う

点では 「70年代政策」 も 「80年代政策」も同じで

ある。

情報産業の80年 代ビジョンは,今 後,産 構審の

情報産業部会がとりまとめ作業に入るが,こ こで

は,「80年 代政策」を 「70年代政策」と比較 しつ



●

つ,ま た,こ れまでに出された産構審情報産業部

会答申や通産省の現在の考え方などをもとに,80

年代における情報産業像をさぐってみることにす

る。

「70年代政策」の五つの課題

「70年代政策」は70年 代の産業技術に期待され

る課題として次の五点をあけている。

①公害や災害から国民の健康や生命をまもると

ともに進んで良好な自然環境,労 働環境を形成す

るため,産 業技術の無公害化 ・安全化をはかる。

②革新的な産業技術を積極的に社会開発に適用す

ることによって,社 会資本における投資効率の悪

化現状を打開し,良 好な社会環境の形成に資する

こと。③知識集約産業ないし,そ れを支える周辺

産業の中核となる技術の革新を通じて,知 識集約

型産業構造の形成を主導する。④技術未踏分野に

挑戦し,次 代の産業の革新を担 うと期待される独

創的な技術の開発に努める。⑤経済の国際化に対

応 し,産 業技術の国際交流の促進や,国 際共同研

究の推進など,国 際経済社会との協調的発展に寄

与すること。

これらの課題は,日 本の産業構造の高度化を達

成するためのものであるが,こ のなかで,新 しい

視点として出されたのが知識集約型産業構造の育

成である。

60年 代の高度成長過程を通しての日本の産業構

造政策の基本点は,繊 維 ・軽工業品中心か ら,鉄

鋼 ・化学中心の重化学的体質に変革をはかること

であった。これに対して70年 代は,60年 代の成長

の成果をふまえた うえで,そ れをいかに活用 して

い くかとい うのが視点であり,そ の展開が,知 識

集約型産業の育成である。

知識集約型産業に強い関心

当時,知 識集約化の担い手 としてあげられたの

は,① 電子計算機②海洋開発③航空機④原子力利

用⑤新規合成⑥ファインケ ミカルズの六 つ で あ

る。また,産 業全般が知識集約化するさいに必要

5

不可欠な技術としては①情報処理関連技術②自動

化 ・省力化技術③省資源関連技術④ソフトテクノ

ロジー⑤材料 ・デバイス技術⑥信頼性技術をあげ

ている。 これ らに一貫 しているのは,情 報産業の

重視である。

電子計算機については,ハ ー ドウエア,ソ フト

ウエアをふくめてきわめて知識集約度の高い産業

であ り,ま た研究集約産業である電子工業の発展

を主導する産業であるが,現 状では海外先進国と

の格差があるので,パ ターン情報処理システム,

周辺機器,高 度のソフ トウエアなどの技術開発を

推進 していく必要があるとしている。

一方,情 報処理関連技術については,70年 代に

おける情報化の進展,自 動化 ・省力化などによる

産業のシステム化など今後の知識集約化の基本を

なす技術であり,今 後の大きな技術進歩が期待さ

れ る分野であるので,今 後とも積極的な技術開発

を推進 していく必要があるとしている。

「70年代政策」の到達点は…

で は,70年 代 を通 じて,こ の 目標 は どの程 度 ま

で達 成 され た ろ うか 。

70年 を基 準 に した78年 ま で の生 産 や販 売,金 額

の年 率 の 伸び では,電 子 計 算 機 お よび 関 連 装 置 が

14.4%,半 導 体 集 積 回 路 が23.1%,情 報 処理 サ ■・一

ビス ・ソフ トウエ ア業 が35.3%oと な って い る。 ち

なみ に,こ の間 の 製 造 業 出 荷 額 は11.5%,国 民総

生 産(名 目)は13.6%と な って い る。 電 子計 算機

は 思 った ほ ど の伸 び に は な って い な い もの の,情

報 産 業 とい う く く り方 を す れ ば か な りの成 長 を示

して い る。

こ の よ うな,70年 代 の成 長 を ふ まえ た 「80年 代

も

政策」では80年 代の技術開発には①エネルギー制

約の打開②生活の質的向上及び地域社会の充実③

産業の創造的知識集約化の推進④次世代技術革新

への挑戦一 が要請されるとしている。 このなか

で,第 一点は資源小国 ・日本の狭陰さを克服しよ

うとい うものであり,第 二点は,す でに 「70年代

政策」でも打ち出されていた成長活用の具体化と
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読みとることができる。

このようななかで,70年 代か ら日本経済に強く

要請された課題である知識集約化が,創 造的知識

集約化と装いを新たにして登場 したこと,次 代技

術に注意が向けられているのが注 目点である。さ

らにこれをかみくだくと,多 様な機器やプロセス

の組み合わせによって新機能を賦与するシステム

化技術と,ハ ー ドウエアに利用技術,デ ザイン,

サービスなどのソフトウエアを具体化していくソ

フト化技術の重要性が指摘されている。また,こ

れ らを基礎に した社会システム技術については,

とりわけ重要性が増すとの見方が出されている。

個人ベースの展開も始まる

で は,こ の よ うな80年 代 の 展 望 の なか で,情 報 産

業 は い か な る位 置 づ け を 占 め る こ とに な ろ うか。

わ が 国 の コ ン ピ ュ ー タ ー利 用 は給 料 計 算 や販 売

管 理 な ど企 業 経 営 の効 率 化 や 高 度 の 科学 技 術 計 算

を 中心 に60年 代 か ら導 入が は じま り,70年 代 に は

オ ン ラ イ ン シ ステ ムの 完 成 と と もに 金 融 機 関 を 中

心 に 広 く普 及,ま た,プ ラ ン トの プ ロセ ス管 理 な

どに も欠 く こ との で き な い もの とな った 。 通 産 省

の 「コ ン ピ ュー ター納 入下 取 調 査」 に よる と,わ

が 国 に お け る コ ン ピ ュ ー タ ーの納 入 台数 は40年 の

1,500台 が45年 に は6,700台,50年 に は3万5,300

台 と な っ てい る。 これ が80年 代 に な る と,オ フ ィ

ス ・コン ピュ ー タ ーに よる ビジ ネス の オ ー トメ ー

シ ョン化 が 推 進 され る とと もに,ホ ー ム ・コ ン ピ

ュー ター の使 用 もか な り多 くな るな ど,情 報 化社

会 の 第 四 段階 に 突 入す る こ とに な る。 な お,情 報

化 や コ ン ピ ュー タ リゼ ー シ ョンの第 四 段 階 とは,

情 報 化 が 個 人 ベ ー ス に まで進 み,国 民 的 目標 と し

てGNS(国 民 総 充 足)が ク ロー ズ ア ップ され る時

代 の こ とで あ る。 ち な み に,第 一 段 階 とは 巨 大科

学 へ の応 用 ベ ー ス の時 代 で1945年 ご ろか ら55年 ご

ろ まで 国 防 ・宇宙 開発 が主 要 な用 途,第 二 段 階 と

は,経 営 の コ ン ピ ュー タ リゼ ー シ ョンの時 代 で,

55年 ごろ か ら80年 ごろ まで,さ らに 第 三 段 階 とは

コ ン ピ ュ ー タ リゼ ー シ ョンが社 会的 ベ ー スに まで

ひ ろ が る時 代 で70年 ご ろか ら90年 ご ろ まで と され

て い る。 つ ま り,80年 代 は,情 報 化 が 社 会 ベ ー ス

で 全面 的 に 展 開 す る と と もに,個 人 ベ ー ス で の情

報 化 が は じ ま る時 代 と言 うことが で き る。

こ技術立国
.の達成がカギ

一方,こ れらの情報化社会を支えるのが情報産

業である。大きくは電子計算機産業 と情報処理産

業とに分かれる。電子計算機産業 とは,電 子計算

機,半 導体,集 積回路の製造 ・販売などいわゆる

ハー ドウエア産業であ り,情 報処理産業とは各種

プログラムの開発を行 うソフトウエア業や情報処

理サービス業.麟 繊 サービス業な£ いわゆ ●

るソフトウエア産業である。わが国におけるコン

ピュ'一ターの導入はさきに述べたように昭和40年

代以降で急激な伸びを示 している。

昭和50年 代についても,産 業構造審議会情報産

業部会の予測tCよ ると金額ベースでは年率13%程

度と見られている。

さらに,情 報産業が80年代の産業構造のなかで

創造的知識集約化の象徴 として位置づけ られてい

るのはそこで開発された技術が,た んに電子工業

・電気機器工業のみならず,機 械産業をは じめと

してきわめて広い産業への影響を及ぼす最先端産

業だからである。しかも,こ れ こそが,「80年 代

政策」が国民的目標としている 「技術立国」の達

成の重要なカギをにぎっているからである。

たとえば,LSI(大 規模集積回路)に 次ぎ,

次代のコンピュ'一ターの頭脳部を形づ くる超LS

I開 発で,わ が国は米国と先を競っているが,こ

の過程で蓄積されたぼ う大な技術は,非 常に広範

な分野への応用が可能である。また,こ れととも

にソフトウエア技術で も新たな開発が進められて

いる。

現在,応 用が有望 とされているのは,デ ジタル

回路技術,制 御技術,デ ータ伝送技術,文 字画像

認識技術,シ ステム技術などである。 さらにこれ

らが,衛 星通信機器,オ ー トメーシ・ン機器,プ

ロセス制御機器,工 業 ロボット,プ ラント設計な

(
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どの個別技術に応用されることになる。

オフコンからソフ トの価値確立まで

これ ら,情 報 産 業 の 展 望 に つ い て,「80年 代 政

策 」は,コ ン ピュ ー タ ーを 核 と した 経 済 社 会 全 体 の

電 子 化 ・情 報 化 を 推 進 す べ きで あ る と して い る。

そ して,オ フ ィス 分 野 で の コン ピュ ー タ リゼ ー シ

ョン,と りわ け 文 章 作 成,フ ァ イ リン グな どの 事

務 合 理 化 を 進 め るた め に オ フ ィス・コ ン ピュ ー タ,

日本 語 ワー ドプ ロセ ッサ ー,イ ンテ リジ ェ ン トコ

ピー な どを ネ ッ トワ ー クで 結 合 した 情 報 シス テ ム

が 普 及 し,い わ ゆ る こオ フ ィス 革 命.が 進 行 す る

で あ ろ うと して い る。 さ らに,集 積 度 の 高 い マ イ

ク ロ ン ピ ュ ー ター の 登 場 で,シ ス テ ム製 品 が 各 分

野 で 大 きな 広 が りを も って利 用 され る こ とに な る

と と もに,一 般 家庭 で も,家 庭 内 エ ネ ル ギ ー管 理

や 家 計 管理 な どへ の コ ン ピ ュー ター利 用へ の展 望

が 広 が る との見 解 を示 して い る。

さ らに,今 後 の技 術 開 発 の 課題 と しては,光 フ

ァイ バ ー の 活用 を 中心 とす る オ プ ト ・エ レク トロ

ニ クス や,極 低 温 に おけ る超 電 導 現 象 を利 用 した

ジ ョセ フ ソ ン効 果 素 子,生 物 機 能 を電 子 機 器 に 応

用 す る バ イ オ ・エ レク トロ ニ ク ス な どへ の展 望 を

示 して い る。

情 報処 理 産業 につ い て は,情 報 化 社 会 へ の先 導

との位 置 づ けか ら,情 報 処 理 技 術 の 向 上 や そ れ を

支 え る 技術 者 の 育成,資 金 面 に お け る経 営 基 盤 の

強 化,ソ フ トウ エ ア に対 す る価 値 の 確 立 な どの 課

題 が あ げ られ て い る。

多いフロンテ ィアに注 目

個別 産業 レベ ル に な る と,ま ず ソ フ トウエ ア 業

では,ソ フ トウ エ ア の生 産 性 向上,ソ フ トウエ ア

開発 力強 化 お よび ソフ トウェ ア流 通 促 進 が 必要 で

あ り,こ の ため に,ソ フ トウエ ア の 生 産 技 術,汎

用 化 技 術,評 価 技 術 な どの 開 発,流 通 基 盤 の整 備

が 必 要 と され る。

次 に 情 報 処 理 サ ー ビス 業 で は,計 算 機 室 の運 用

技 術,オ ン ラ イ ン技 術,TSS技 術,ネ ッ トワー
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ク技術などの技術開発およびその蓄積を推進する

必要があると同時に,デ ータ保護などの電子計算

機システムの安全対策の強化をはか り,社 会的任

務を円滑に遂行することが要求される。

第三に情報サービス業ではデータ変換整備,デ

ータ管理,オ ンライン検索などの技術開発ととも

に,大 量のデータの蓄積加工を行い,多 量の情報

提供サービスを可能とすることが望 まれるとして

いる。

総じて言えることとしては,情 報処理産業には

新 しいフロンテ ィアが多いとい う認識である。 し

たがって,情 報処理産業はいずれ もマーケットは

潜在的需要も含めれば巨大で将来性があり,産 業

として雇用吸収力も高いものと見込まれる。また

情報処理産業が十分な水準のサービスを提供 しう

るか否かは,国 民生活の向上,さ らには他産業の

国際競争力にも影響を与える。

未だ産業 としての基盤が相対的に弱い情報処理

産業に対して,技 術開発基盤の整備など各種の助

成 ・振興策を推進 し,「 欧米先進国との格差を埋

め,産 業の円滑な発展を図っていく」と結論づけ

られている。

社会システム産業の展望

一方 ,こ れ らの情報産業を利用する形で成長す

ることが期待されている社会 システム産業はどの

ような展望になるのだろ うか。

「80年代政策」は,社 会システム産業を福祉社

会建設の主役であると位 置 づけている。す なわ

ち,医 療,福 祉,教 育,住 宅,都 市環境,廃 棄物

処理,エ ネルギー供給,交 通などの社会サービス

需要の増大にたいして,い かにシステム的に効率

的にアプローチするかが,福 祉社会建設のカギを

にぎっているとい うわけだ。

また,社 会システム産業はエンジニアリング産

業を中心に情報処理産業,機 械産業な どの既存産

業を横断的に再編成 した総合的産業であることか

ら,フ ロンテ ィアの開拓にもなる。さらに高度に

開発されたハー ド,ソ フト両面の技術は,専 門家
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だけではなく,高 齢者や中高年,婦 女子などの素

人でもサービス供給に参加することを可能とし,

雇用面でのメ リットも大きいとされる。

このほか,技 術が総合的であることから他産業

に対する波及効果が大きく,今 後の経済発展を担

う可能性を有している。

60年 に は3兆8,000億 円に

この よ うに,80年 代に お い て は,情 報 産 業 が そ

れ 自体 と して成 長 ・発 展 す る こ とが 最 も大 きな ポ

イ ン トだ が,さ らに周 辺 へ の拡 大 も見 逃 す こ とは

で きな い。70年 代 に お け る情 報 産 業 の 伸 び は,さ

きに 述 べ たが,で は80年 代 に は い か な る 成長 が期

待 され て い る のだ ろ うか 。 これ に つ い て は,今 後

産 構 審 の情 報 産業 部 会 で 「80年 代 情 報 産 業 ビ ジ ョ

ン」 が つ く られ る過 程 で策 定 され て い くが,こ こ

で は,同 部 会 が51年 に 策 定 した 昭 和60年 度 に お け

る わ が 国 の情 報 化 及 び 情 報 産 業 の計 量 予 測 を 参考

に しな が ら,80年 像 を さ ぐって い くこ とに す る。

同 予 測 に よる と,情 報 産 業 の総 生 産 額 は60年 度 に

は3兆7,952億 円 で,49年 度 を 基 準 に した 場 合,

年 率14.9%の 成 長 を とげ る。 うち コン ピュ ー タ ー

産 業 は2兆6,188億 円 で 同12.1%,情 報 処 理 産 業

は1兆3,070億 円 で 同16.4%で あ る 。

一 方 ,汎 用 コ ン ピ ュ ー タ ーの 設 置 台 数 は49年 度

末 の3万95台 が60年 度 末 に は10万5,181台 と,っ

い に10万 台 の大 台 に のせ そ うで あ る。

この なか で特 徴 的 な のは 超 小 型 機 の 全 体 に 占 め

る ウ ェー トが上 昇 してい る こ とで あ る。 これ は,

半 導 体 の高 集 積 度 化 に と もな い コ ン ピ ュー ター の

小 型 化 が 急 速 に進 ん で い る こ と もあ るが,コ ン ピ

ュ ー タ ーが 家 庭 に 入 り こん だ り,個 人 使 用 の ウ ェ

ー トが 高 ま る こ とに よる要 因 も大 きい。

台数の伸び年率15%

業種別の汎用コンピューター設置台数で見ると

製造業ではプロセス工業,ア センブリ工業ともに

順調な伸びを示 していると同時に,病 院,教 育な

どの社会システム産業や建設などの伸びが大きく

な っ てい る。 情 報 シス テ ム化 が 急速 に進 む と見 ら

れ て い る分 野 と してあ げ られ て い る,医 療,交 通 ・

物 流,公 害 ・環 境,防 災 ・防 犯,教 育,流 通,地

域 社 会 生 活 に つ い てい うと,60年 まで の 汎用 コ ン

ピュ ー タ ー設 置 の伸 び は 年 率15 .9%と,国 内全 体

の)13.7%oを 大 き く上 回 って い る。 と くに この な

か で は 防 災 ・防 犯 が 同30%,交 通 ・物 流 が 同23 .2

%,医 療 が 同22.9%と 高 い成 長 が 見 込 まれ て い る。

この よ うに80年 代 半 ば まで の 予 測 に よる と,情 報

産 業 は 年 率15%程 度 の 成 長 と され る が,80年 代 の

後 半 に つ い て もほ ぼ 同様 の成 長 が 可 能 との見 方 が

強 い 。

した が って,「 情 報 産 業 の80年 代 ビジ ョ ン」 で

も,成 長 率 と して は,年 率15%前 後 が採 用 され る

こ とに な りそ うだ。 そ の場 合 に は,80年 に比 べ て

90年 の 情 報 産 業 の 生 産 規 模 は 四倍 程 度 に な る こと

に な る。 「80年 代 政 策 」 で は,80年 代 の全 産 業 の

生 産 額 の 伸 び を 年 率5.3%,加 工 組 立型 産 業 に つ

い て は 同6.9%と 見 込 ん で い る こ とか ら見 て も,

情 報 産 業 の伸 び は 非 常 に 高 い もの とい う ことが で

き る。

半導体技術の発達が裏づけ

では,こ のように情報産業が80年代を通 じて大

きく成長する技術的裏付けは何であろうか。

まず,第 一にあげられなければならないのは,

半導体技術の飛躍的な進歩である。

現在,コ ンピューターの中枢部などに主に用い

られているLSIは トランジスタに して1,000個

から1万 個程度の集積度(記憶能力としては4,000

ビット程度)を持っている。さらに演算スピー ドは

1,000万 分の8秒 ぐらいまで高まっているうえに,

1ビ ット当た りの価格も1円 程度にまで低下 して

いる。1960年 代に全盛だった,ICと 比べて集積

度で100倍 以上とい うことで,LSIの 登場で70

年代には情報産業化が大きく進んだわけだ。だが

LSIも80年 代の半導体と言われている超LSI

に比べれば.格 段に集積度は小さい。

超LSIは,ト ランジスタ数百万個分とい う驚

σ
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異 的 な 集 積 度 を 持 って い る。 メモ リ容量 で い えば

数 百 万 ビ ッ トで あ る。 ま た,ビ ッ ト当 た りの価 格

も,大 量 生 産 が 可能 とな った 場 合 に は5銭 と,L

SIの20分 の1に も低 下 す る。 演 算 速 度 もLSI

の4分 の1程 度 で,故 障 率 もLSIの100分 の1

以 下 に 高精 度 化 され る。 超LSIは す でに,IB

Mで は 製 品 化 が は じま っ てい るが,商 品 と して ,

コ ス ト低 下 が は か られ ,広 く用 い られ る よ うに な

る の は 数 年 先 き と見 られ て い る。

わ が 国 では,昭 和51年 か ら,「 超 エル ・エ ス ・

ア イ技 術 研 究 組 合 」(国 産 コ ン ピ ュ ー タ ー各 社 で

組 織)や 日本 電 信 電 話 公社 な どを 中 心 に 開発 が進

め られ て お り,米 国 に 劣 らな い成 果 が 出 され てい

る。 これ まで,わ が 国 の半 導 体 技 術 は 米 国 に い か

に早 く追 いつ くか を 最 大 の 課 題 と して きた が ,超

LSI開 発 で は じめ て,対 等 に 近 い 立場 に な っ た

とい うこ とだ。 これ を も とに,国 産 コ ン ピュ ー タ

ー 各社 は 超LSIを 組 み 込 ん だ 汎 用 コン ピ
ュ ー タ

ー の開 発 を 行
って い る 。

「活識の時代」の ビジ ョンとは

情報産業が80年代に大きく飛躍できる第二の根

拠は,社 会全体,さ らには個人生活までも情報化

していくためである。とりわけ,当 面の有望分野

とされているのは,通 信 との結合である。

社会の情報化が進むとともに,デ ータ通信の重

要性が高まる。 これまで,通 信におけるコンピュ

ーター利用といえば,電 子交換機や人工衛星など

のハー ドそのものにかぎられていた。ところが,

データ通信 ということになると,そ れ自体が情報

処理なのか通信なのかとい う議論が出てくる。

データ通信の基本は通信回線やマイクロウェー

ブ網とコンピェ一夕ーの結合であることから,こ

の議論が出てくるのである。その場合問題になっ

てくるのは,通 信回線の開放である。つまり,通

信自体の内容が大きく質的な変化をとげる可能性

が非常に強いわけである。ただその場合,法 的問

題 もあるので,今 後は,た んに技術革新のみなら

ず,法 的"行 政的な側面からの見直 しも重要な課

9

題 となってくるであろう。 「80年代政策」は80年

代を次のように定義づけている。

模倣と追随にな りがちの 「文明開化の時代」

が終わり,創 造 と先導の 「文明開拓の時代」が

始まる。 日本文化と産業の創造的知識集約化に

立脚 した産業文明を形成し,国 民生活の安全を

守 り,そ の質的向上を進めるとともに,世 界か

ら信頼 される国家を目指すときがきた。

知識集約することによって,70年 代の諸困難

を乗 り切ってきた。80年 代においても知識集約

化の重要性は変わらない。 しか し不透明さが増

す ことが予想 されるなかで,確 実な現代の歴史

を刻むためには,洞 察と判断の力とその上に立

った実行力が,従 来にも増 して要求される。80

年代は,こ うした見識によって知識を活か して

いく時代,い わば,「 活識の時代」とも名付け

ることができよう。 「創造的に知識を活用 して

切 り抜 く80年代」である。そ して,21世 紀へ向

って明るい未来を築 く基礎をつ くるのである。

情報産業は,こ のような時代の要請のなかで,

最 も成長が見込まれ,か つ期待されている分野で

ある。また,「 技術立国」を達成するさいにも,

蓄積の多い情報産業は トヅプインダス トリーとし

て時代を主導 してい く可能性も持っている。

通産省では,こ のような条件のもとに,「 情報

産業の80年 代ビジョン」では,① 日本社会が80年

代にどのように情報化 し,そ の具体的姿はどうな

るのか。 コンピューターはどの程度の分野にまで

にまでひろがるのか,② そのような情報化社会の

なかで,コ ンピェーター産業,半 導体産業はどδ

ような変化をとげていくのか,③ また,そ のさい

情報処理産業とい うソフト分野はどのよ、うな姿を

とり,ど の程度の規模になるのか一 を具体的ビ

ジョンとして打ち出したい意向である。

80年代に入 り,産 業政策のなかに占める情報産

業の占めるウェー トは大きく広がるわけであ り,

その点か ら,通 産省が具体的にどのようなビジョ

ンを提示するかは大きな意味を持っている。

(いままつ えいえつ ・毎 日新聞社経済部)
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《参考資料》

t80年 代の機械情報産業政策
こについて,通 産

省機械情報産業局総務課がまとめた文章がある。

80年代を考える一つの手がか りとして,そ の要旨

を概略 してお く。

まず,80年 代の位置づけについて「1980年代は,

世界にとっても日本にとっても,新 しい未来が開

けるか否かの歴史的転換期であるとい わ れ て い

る」として,「80年 代を展望するとき,わ れわれ

はエネルギー等の制約のもとに国民生活を一層向

上させ,経 済発展を維持 してい くため多 くの課題

に直面 しており」,「 技術革新,産 業構造の高度

化,資 源エネルギー制約への対応,新 たな国民ニ
ーズへの対応策等の各分野において」機械情報産

業に寄せられる期待を課せ られた課題は極めて大

きい,と 認識している。

80年代ビジョン……石油ショックを境にしてわ

が国の経済成長はスローダウンし,民 間設備投資

主導型の高度成長から安定成長へと大 きく転換 し

ている。 「安定成長の中身は,社 会投資の方向が

従来の道路および鉄道主導型から生活環境条件整

備,保 健 ・医療 ・福祉サービス等国民生活の質的

充実の方向を強める」との,54年8月 のt新 経済7

ケ年計画.の 予測をふまえ,機 械情報産業のウエ

イ トが,60年 度で20%台 を越えて高まると推定 し

ている。

機械情報産業をめぐる環境……昭和30年 代から

40年代を通 じて,機 械情報産業は,全体 としては,

おおむね順調な成長をたどってきた。が,他 方で

は,多 種多様の業種を抱えていることも事実であ

り,ミ機情法ミによる対策は進んでいるが,欧 米 と

の技術格差や通商問題など難問も少 くない。

環境変化 も激 しい。第一に民間設備投資の鈍化

などによる内需基調の変化。新経済7ケ 年計画で

も,民 間設備投資の実質年平均伸び率は,昭 和60

年で6.9%と40～50年 の平均8.4%か らかなり低 く

なると予測 している。第二は,資 源エネルギー供

給の制約の強化と価格の高騰だ。とくに価格の騰

勢はインフレ懸念をより一層強めてお り,そ の結

果として賃金コス トを含めたコス ト負担の増大が

進んでおり,国 際競争力に大きな影を投げかけて

いる,と している。第三は,雇 用環境の変化。高

齢化現象が進み,若 年労働力の低下傾向をはっき

りとみせている。 「また,労 働力の高学歴化は労

働力の確保をより困難に し,熟 練労働者の不足を

もたらすおそれがある」。 第四は,通 商摩擦の問

題。 とりわけ 日米間のそれは,慎 重な対応を要す

る。第五は円レー トをは じめ とする国際通貨体制

の動揺だ。 「円の対 ドルレー トの変動は,わ が国

および機械情報産業の輸出環境に多大の影響を及

ぼす」。

ひとことでいえば,機 械情報産業を とりまく諸

問題は,そ の多種多様さにおいて,極 めて厳 しい

状況にあると認識 しているわけだ。

施策と育成振興……とはいえ,機械情報産業は,

典型的な知識集約的産業,技術集約型産業であ り,

今後のわが国経済を支える中核産業として重要な

位置を占めていることはいうまでもない。たとえ

ば,各 種国民ニーズに直結 した機器システムの開

発,提 供産業であり,省 エネルギー化,知 的集約

化などを促進するための機器システム開発をにな

う基軸産業であり,さ らに,技 術先端産業 として

極めて波及効果の大きい戦略産業である。

従って,今 後のわが国の経済の発展維持をはか

り,国 民生活の安定の役を果 していくためには,

きめ細かな施策による育成振興を図っていかなけ

ればならないとしている。

では,80年 代にとくに期待される分野はどの分

野とみているのか。

まず,と くに活力が期待される分野として,次

の3つ の分野をあげている。第一に,技 術先端産

業。このなかでは,と くに宇宙産業,航 空機産業

それにコソピェータ産業が目玉 となっている。コ

ンピェータ産業では,、70年代にも増 して新規分野
へのコンピュータ ・リゼーションが進行するだろ

うと期待 している。

第二は,新 エネルギー機器産業。 ここでは,省

エネルギー産業と代替エネルギー産業に注 目して

いる。

第三は,社 会開発関連産業の分野である。80年

代は国民福祉のニーズに応える社会システムおよ

び関連技術の開発への要請がいちだんと強 まり,

この分野の発展が期待される。また光情報産業 も

注目点の一つだ。

また,機 械情報産業の中核分野としては,素 材

型産業,一 般機械,精 密機械,自 動車,電 子 ・電

気機械,情 報処理産業,エ ンジニア リング産業を

あげている。
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⑱

模索するECの 情報産業政策

情報処理開発4カ 年計画、合意

西 田
'博 志

世界的な産業転換への潮流

石油危機以降の経済成長の鈍化,構 造不況,エ

ネルギー価格の高騰,先 進国市場に対する中進 ・

途上国の激 しい進出など,さ まざまな局面に対応

先進工業国としてのわが国は急速な変ぼ う,あ る

いは転換をとげてきた。

しか し,こ のような ミ産業転換への潮流こは,

わが国に限ったことではなく,同 じ先進工業国で

ある欧米諸国も同じ状況におかれてお り,各 国に

おいてもいまさかんに ご80年代の産業政策.の 見

直 しがおこなわれている。その中心的な方向は,

しば しば指摘されているように不況業種の減量経

営であ り,知 識集約化,技 術集約化などによる成

長分野への傾斜 とい うことができるが,な かでも

情報産業への積極的な取組みがこのところ目立っ

ている。

現在のところ,ま だ具体的かつ詳細な同分野に

おける政策がはっきりしているわけではないが,

ECの 戦略産業としての情報産業への取 り組みを

産業政策とい う立場から,JETRO(日 本貿易

振興会)本 部および在外事務所からの報告を中心

に レポートしてみる。

動 き 出 し たECの4カ 年 計 画

昨 年9月13日,ブ リュ ッセ ル で 開 かれ たEC閣

僚 理 事 会 は1979年 か ら1983年 ま で の5年 間,実 質

的 に は4年 間 に お よぶECに よる情 報 処 理 開 発4

カ年 計画(マ ル テ ィア ニ ュ アル ・プ ロ グ ラム ・フ
、

オア'ア ・コ ミュ ニテ ィ ・ポ リシー ・イ ン ・ザ ・

フ ィール ド ・オ ブ ・デ ー タ ・プ ロセ シ ング)を 承

認 す る こ とで合 意 した 。

計 画 の 内容 は 大 き く二 つ の柱 か ら構 成 され る。

第 一 の柱 は 一 般 的 対 策 に 関 す る もの で あ り① 標 準

化 ② 公 共 部 門 の 調 達 ③ 高 度 技 術 開 発(研 究 セ ン タ

ー
,部 門 別 研 究,雇 用状 況 調査,デ ー タセ キ ュ リ
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テ ィー,ソ フ トウ ェア 保 護)と い った三 項 目か ら

な っ てい る。 第 二 の 柱 は重 点 対 策 に 関 す る も の

で,こ れ も① プ ロ グ ラ ム管 理 ② ソ フ トウ ェア,ア

プ リケ ー シ ョ ン③ ミニ コン,周 辺 装 置 お よびIC,

LSIと い った 三 項 目か らで き上 って い る。

予 算は,第 一 の柱 に 対 して 最 高1千 万UA(欧

州経 済 単 位),約1,200万 米 ドル が,第 二 の 柱 に

対 して 同 じ く1,500万UA,約1,800万 米 ドル が

それ ぞれ 決 定 され た 。

同 計画 は,当 初 総 額1億UA,約1億2,000万

米 ドルを 投 入 して,① ア プ リケ ー シ ョン,ソ フ ト

ウェ ア開 発 お よび 標 準 化 の 推 進 ② ミニ コ ン ピ ュー

タや周 辺 機 器 関 連 産 業,IC,LSI産 業 の振 興

な どを 目的 と して ス タ ー ト した 。

コンピュータ関連分野に試練

電子 ・電気機械は,高 付加価値,技 術集約型産

業の典型であ り,産 業構造の創造的知識集約化の

観点か ら,そ の高度の発展が期待されるばか りで

なく,こ の分野で実現される技術開発は,こ んこ

の経済社会の情報化,省 資源,省 エネルギー型経

済構造への転換,国 民生活の質的向上に不可欠の

要素としてますます重要性を増 して くるとの判断

がその背景にあった。

確かにいまや世界のす う勢は,LSI数 個で高

度の制御機能を発揮するにマイクロコンピュータ

を利用したシステムやシステム製品が各分野で大

きな拡が りをもって利用されようとし,また医療,

保健,生 活映像,教 育などの社会システム分野で

も,コ ンピュータ利用の拡大によって一般家庭で

のパーソナルコンピュータの普及が進 もうとして

いる。 しか し,EC諸 国にとってこれらコンピュ

ータやその他の産業用電子機器の分野においては

多 くの試練が残されていることも事実だ。

現に コンビ一夕の大容量化,高 速化,小 型化,

低価格化,高 信頼度化を可能とする超LSIな ど

のハー ドウエア技術およびこれらハー ドウエアを

より効率的に動か し,コ ンピュータ利用の一層の

促進高度化をめざすフ トウエア技術の開発が進行

中であるが,い まの技術水準では,最 先端を行 く

米国IBM,そ してこれを追 う日本勢には とうて

いおよばない。

助成振興政策計画に力点

ECの 基本的な考え方は,例 え超大型 コンピュ

ータの開発,利 用に立ち遅れ,ま たソフトウエア

分野での劣位はあったとしても,「 いずれ もマー

ケットは巨大であ り産業としての雇用吸収力も高

い。これ らの分野での技術水準および提供サービ

スの維持向上は,国 民生活の向上だけでなく,E

Cの あらゆる産業での国際競争力に大きな影響を

与える。 したがって歴史も浅く,産 業としての基

盤も相対的に弱い情報産業に対 して,技 術開発,

基盤の整備など各種の助成振興策が必要」 とい う

ところにある。

その建設的な計 画 内 容 がまずアプリケーショ

ン,ソ フ トウエア開発および標準化の推進 とい う

基礎的分野をとりあげ,ま たハー ド分野において

も,ミ ニコンピュ'一タや周辺関連機器,ICお よ

びLSIの 開発 ・振興に重点が置かれているのは

こうした理由によるものと思われる。

雇用吸収力といった点か ら,デ ータセキュリテ

ィ,ソ フトウエア保護の諸対策を打ち出 し,雇 用

状況調査をこれに加えていることは,そ れだけ,

ECの 同分野にかける熱意を示すものである。

関係筋によると,'情報処理サービス業について

は計算機室の運用技術,ナ ンライン化,TSS技

術,ネ ットワーク技術などの技術開発促進が うた

われてお り,デ ータ保護などの電子計算機システ

ムの安全対策の強化と社会的信用の維持向上がそ

の重要課題 として提示されている。

必ず しも揃わぬ各国の足並み

しかし,こ うしたEC委 員会の意欲的な計画案

に対してEC各 国はそれぞれの国内事情などから

意見の対立が見 られ,と くにフランスが 「同計画

の遂行にあたり,EC委 員会に裁量を与えすぎる

上に,予 算がかかりすぎる」ことを理由に強力に

●



●

反対 している。

また,昨 年9月 の合意は,こ うした当初計画を

大幅に修正 ・減額 してはじめて成立したもので,

最終的には全体予算も,EC委 員会が最低限度と

主張していた3,㎜ 万UA,約3,600万 米 ドルを割

り込んで2,800万UA,約3,000万 米 ドルとするこ

とで,や っと ミGOこ サインがでた,と い うこと

だ。

同計画は,ひ きつづき,EC委 員会の場でさら

に詰めが行われてお り,こ れをEC理 事会で検討

を加えた上で,計 画を実行に移す ことになる。

また,こ れに よってEC加 盟各国による足並み

の揃った?情 報処理対策が動き出すことが期待さ

れるわけで,と くに重点対策にもあげられている

微小エ レク トロニクス分野,即 ちIC,LSIと

いった分野に対する対策がどのような効力を発す

るか,非 常に興味深いものがあるといえよう。

しかし,こ れ までのところ,同 計画を遂行する

上で必要な専門委員会の設立が,基 本計画の閣僚

理事会の承認に もかかわ らず,い ぜんとしてその

設置についてのアナウンスメン トがだされておら

ず,よ うや く合意をとりつけた基本計画の前途は

まだまだ多難との見方も一方ではある。

とくにこれ までのいきさつからみてECと して

の動 きも加盟各国の利害得失のバランスの上に立

ってのものであるだけに,ECそ のものよりも各

国別の動きを注目したほ うが賢明とする見方のほ

うが強い。

統制色うすらぐフランスの政策

そこでここではECの 中でも主導的立場にある

フランス,西 独を中心にこれら各国政府の政策概

略を述べ,あ わせてECと しての基本的姿勢を浮

きぼ りに したい。

じフランス

フランスの産業 ・経済運営は78年か ら大きく転

換しつつある。それまでのインフレ抑制や雇用維

持をね らいとする統制色の強い政策をやめ,市 場

メカニズムを生か し,経 済の活力を高めることに

13

よって産業構造の改革,国 際競争力の強化をすす

めるなどまさに180度 の方向転換といっていい。

この方向転換は,78年1月 の総選挙を前に政府

が策定 した政策綱領 「プロァ計画」がその基礎に

なっているが,と くに往 日されるのは,産 業構造

改革について一

①産業の国際競争力の強化を推進 し,そ れをテ

コとして雇用機会の増大を図る。とくに輸出産業

については,そ の国際競争力を先進工業国間での

競争の場において対等のもの,あ るいはそれ以上

のものとすることに重点を置く。

②フランスの産業全体と各企業の合理化促進の

ための条件を整備する。

③将来の需要に対応できるよう,生 産性と創造

性を確保する。また,そ のためにイノベーション

(技術革新)に よって専門化 した産業部門を育成す

る。

一などを表面に打ち出していることだ
。

こうした政策によって導かれ るフランスの80年

代産業展望はいったいどうなるのか。フランスの

有力な経済誌 「エクスパシオン」は,80年 代の成

長産業分野 として電機 ・電子,航 空機 ・宇宙産業

を逆に造船,鉄 鋼,建 設,非 鉄金属といった部門

が停滞すると予想 している。 この傾向は80年 代の

産業発展を展望する うえでの主要なヒン トを含ん

でいるといえる。

とくに政府がこんこの成長分野として期待 して

いるものの一つにエ レクトニクスを含む通信機産

業があげられる。

「フランスの電機 ・電子産業は国際的地位とい

う点からみれば民生用電子機器や家電製品では日

本・オランダ(フ ・リ・プス社)に くらべ明らか

に劣勢にあり,産 業用あるいは,重 電機器でも米

国,西 独,日 本に くらぺ優位にあるとはいいがた

い。 しか し,軍 事的観点から育成 ・強化されたエ

レク トロニクス産業,同 様に政策上の理由から振

興 されたコンピュータ産業,国 内通信網の整備に

からんで政府が支援体制をとった通信機産業など

国際的 レベルにあるものもある」(JETRO東
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京本部国際経済課)

とくに通信機器では,政 府が国内通信網の近代

化とい う大プロジェクトを打ち出し,77年 か ら5

年間で電話回線1,000万 回線増設などを通じてぼ

う大な機器を主とて国内業界に発注 しようとして

いる。

政府や通信機器,エ レクトロニクス業界では,

このプロジェクトをテコとしてこの業界の技術 レ

ベルア ップ,国 際競争力の強化を達成し,将 来,

この産業の輸出比率を現在の10%か ら30%に まで

引き上げることをねらっているのである。

「すでにこうした通信機器や関連エ レク トロニ

クスの技術開発について,業 界各社の研究開発活

動を支援するほか,政 府 と業界の共同出資による

新 しい研究機関としてSONERCO(通 信網研

究公社)を 設立 し,政 府が67%の 出 資 を 行 なっ

た」(同)。

この機関はフランスの電話網を独占するPTT

(郵便 ・電話 ・通信省)の 技術や知識を民間業界

に伝えるとともに,新 しい技術やシス テ ム の開

発 ・利用にもあたることになっている。

情報処理サービス業が台頭

一方,フ ランス人の旺盛な消費需要,豊 かで文

化的な生活への強い執着からさまざまな形態の流

通 ・サービス業が比較的古くから発展 して き た

が,近 年,リ ース産業,レ ジャー産業とともに情

報処理サービス業が台頭 している。

これは同国が伝統的に得意としてきた発展途上

国でのエンジニアリング,コ ンサルティング活動

が,活 発なプラント輸出に ともなって急速に拡大

したため,と いわれる。

このため政府も①流通産業の革新がなおこんご

進展する②とくに通信,情 報関連のサービス業が

急速な発展に向か うこと③その背景には海外での

エンジニアリング ・コンサルテ ィング活動がいっ

そ う拡大に向か う見通 しがあるなどを理由に,フ

ランス経済最大の課題ともい うべき雇用吸収の基

盤としてのこれ ら分野を積極的に支援する方向を

打ち出 し,か つ検討している。

そ して最後になったが,パ リのJETROか ら

の情報では,フ ランス政府は,こ うした80年代の国

際競争力のある産業育成策として 「各省委員会」

(経済省,予 算省,工 業省,貿 易省=CODIS)

とその下部組織 としての管理委員会を設置するこ

とをきめた。

管理委員会は工業省工業総局長(SOUVIR

ON)が 主催 し,事 務局は予算省国庫局が担当す

ることになっているが 「当面のところこれ以上の

二部組織も予算も考えられていない」とい う。

しかし,こ れ らの委員会は,外 部機関に関係分

野のマーケット調査を委託するほか,産 業界との

協議,さ らに行政上の複雑 さをはぶき,マ ーケッ

トの成長にともなって必要 となる産業 開 発 計 画

(国と企業が,一定の開発 目標を定め,これに国が

財政援助を行な う,と い う国と企業の一種の援助

契約を指す)に 際 しての援助などの金融手段を用

意するところにその主たる目的がある,と い う。

情報技術計画の立案急ぐ西独

1>西独

連邦研究技術省は現在 「情報技術計画」とい う

新 しい情報処理の総合政策の立案にとり組んでい

る。これまでに判明 したところではこの 「情報技

術計画」は,こ れまでの情報処理産業振興 とは別

途に実施されていた半導体,物 理,電 子技術,通

信技術を総合的,一 体的に包括する意向と伝えら

れ る。

これは連邦研究技術者がこの 「情報技術計画」

をも含めた情報処理,通 信産業に対する中期的予

算計画(1978年 から1982年 までの5カ 年計画で情

報処理産業育成のために投入される予 算 は31億

8,400万 マルク=邦 貨換算約3,662億 円にのぼる。

内訳は半導体,物 理1億6,㎜ 万マルク,電子技術

5億3,000万 マルク,通 信技術2億1,500万 マルク

データ処理17億8,700万 マルク,情報 ドキュメンテ

{シ ョソ4億9;OOO万 マルクのなかにもはっきり

うかがわれる。

■

ψ
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西独政府はこれまで戦後いち早 く導入された社

会的市場原理と呼ばれる理念を経済政策の基本に

おき,ご く一部の構造不況業種をのぞけば個別産

業に対する特段の政策はとっていない。

これまでの一連の動きからみてもわかるように

連邦政府 もここへきて情報産業を80年代の戦略産

業 と位置づけ,そ の本格的なテコ入れを決意 して

いるようにうけとれる。

しか し,こ うした連邦政府の意向も必ずしも国

民的な合意を得ているといいがたい点がある。 こ

れを端的に証明 しているのが,州 立大学を中心に

国産電算機採用奨励をめぐる連邦研究技術省の動

きとこれに反発する大学当局と対立の表面化がそ

れだ。

ジーメンス製に限 り85%の 補助金

ジ ュ ッセ ル ドル フの ジ ャパ ン トレー ドセ ン ター

か らの 情 報 に よ る と 「シ ュ ピ ー ゲル 誌 」(1月10

日号)は 「連 邦 研 究 技 術 大 臣 ハ ウ フ とそ の部 下 」

とい う書 き 出 しで,コ ン ピ ュ ー タ市場 を 国産 品 で

占め よ うとや っ きの 連 邦 研 究 技 術 省 と販 売 増 大 に

適 進 ず る ジ ー メ ンス の 動 ぎを 皮 肉 た っぷ りに こ う

伝 え て い る。

西 独 連 邦 内 の 各大 学 の な か に は 約10年 前 に 採 用

した コ ン ピ ュー タの 取 り替 え の 時 期 に さ しか か っ

て い る と ころが 多 い。 ブ レー メ ン大 学 もそ の ひ と

つ だ が,フ ラ ンス製 コ ン ビ=一 タCllが 陳 腐 化 し

容 量 過 重 で そ ろ そ ろ新 台 を入 れ なけ れ ば との声 が

あ が っ た。 大 学 は あ らゆ る メ ー カ ーか ら資 料 を と

り寄 せ,検 討 の結 果,米 国バ ロー ス社 の 製 品採 用

を決 定 した 。

コ ン ピ ュー タ専 門 家 の テ ス トで は 国 産 ジ ーメ ン

ス 機 の能 力 が バ ロー ス機 の3分 の1に す す ぎな い

と の結 果 が で た た め で あ る。

ブ レー メ ン大 学 で は 約800万 マル ク とい うバ ロ

ース 機 の購 入 の た め ,連 邦研 究技 術 省 に資 金 援 助

を 願 い 出た 。 と ころ が 昨 年8月,連 邦研 究 技 術 者

は 「ジ ー メ ンス 機 しか助 成 の対 象 に しない 」 と の

通 達 を 行 な った 。 さ らに10月 初 め には 連 邦 研 究 技
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術 省 は ブ レー メ ン市 会 議 員 に 「ジ ー メ ンス機 は 優

秀 で,専 門 家 の テス トは 疑 わ しい 」 との 通 達 を 出

す に お よん だ 。

驚 い た の は ブ レー メ ン市 で,そ れ まで に 内定 の

報 で 米 国 か ら コ ン ピ ュー タを運 び 込 ん で い た西 独

バ ロ ー ス社 に 引 き取 らせ た
,と い う。 そ して現 在

は,お こ った コ ン ピ ュー タ専 門家 の反 対 に あ っ て

市 議 会 立 ち 合 い の も とに再 び テ ス トの や り直 しが

行 な わ れ て い る。

この ブ レー メ ン大 学 に か ぎ らず,最 近 新 台を 購

入 した ベ ル リン工 大 な ど これ まで 西独 製 品 にみ む

き も しな か った の に,コ ン ピ ェ一 夕計 画(第 三 期

が この ほ ど終 了)に 従 って,大 き く方 向転 換 を せ

ざ るを 得 な か った。 ジー メ ンス機 にか ぎ り85%の

補 助 金 が 連 邦 政 府 か らお りる とあ って ジー メ ンス

機 購 入 を優 先 せ ざる を得 な か った といわ れ る。

困惑かくせぬユーザー

ハ ン ブル グ大学 で も,米 国 の コ ン トロール ・デ

ー タ社 製 品 を購 入す る予 定 で あ
っ たが,同 様 に 早

速 ジー メ ンス の大 型 新 モ デル コン ピュ ー タが 推 奨

され た 。

とこ ろが,こ の2,500万 マル ク もす る ジ ー メ ン

ス機 た るや,扉 の裏 側 の 小 さな レ ヅテ ル を み る と

真 の メ ー カ ーは 日本 の富 士 通 で あ った。 この 日本

製 コ ン ピ ュ ー タは 「確 か に性 能 は い い が,大 型 す

ぎて 通常 の大 学 業務 には むか ず,コ ン トロー ル ・

デ ー タ社 製 のほ うが 好 ま しい」 とい うのが 大 学 内

の主 な使 用 者,物 理 学 者,数 学 者 の意 見 とな っ て

い る と いわ る。

これ ま で西 独 の 国産 機 シ ェ アは,ジ ー メ ンス と

テ レフ ンケ ンを あわ せ て25台 にす ぎな か った が,

ジ ー メ ンス に10億 マ ル ク をつ ぎ込 ん だ 政 府 の あ と

お しが 強 力 に働 い て シ ェ アは 伸 長 の 方 向 に あ る。

面 白 くない のは 使 用 者 で あ るが,こ う した政 府 ペ

ー ス の強 力 な援 助 に の って 「ジー メ ンス は 国策 だ

か ら大 船 に の った 気 持 ち で 至極 満足 気 で あ る」 と

シ ュ ピー ゲル 誌 は 皮 肉 って い る。

(に しだ ひ ろ し ・日本工 業新 聞 社 経 済 部)
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圃

〈高 まるセキュリティ問題への関心〉

コ ンピュー タシス テ ムの地 震

対策 における感震器 システム

池 田 泰 則

■

1は じめに

宮城県沖地震を契機に,わ が国のコンピュータ

・システムの地震対策は大幅に促進されつつある。

宮城県沖地震以前の地震対策は,物 理的視点の

みであったが(地 震が物理的現象であることから

すると,あ る意味で当然のことではあるが)宮 城

県沖地震以後は実際の経験から,コ ンピュータ ・

システムの正常稼動を阻害する地震危険のすべて

に目を向け,そ の影響を防止するという機能的な

視点に移 りつつある。 これは,物 中心の保護対策

に人身保護および記憶保護対策等を加えて,総 合

地震対策への出発を示すもので,コ ンピュータ ・

セキュリティの立場か らは非常に好ましい状況で

あるといえよう。

これらの状況を踏 まえて,以 下宮城県地震以降

新たに問題とされている感震器 システムを利用し

てのコンピュータ ・システムの地震対策について

その目的,種 類,利 用の条件,選 択の基準等につ

い て述 べ る こ と とす る。

2感 震器システム利用の目的

コンピュータ ・システムの地震対策の一部 とし

て,感 震器 システムを利用した例は,警 報用 とし

てはかなり以前からあり,コ ンピュータの電源制

御用としては昭和50年 頃か らである。

しかし,こ れらは切実な要求によるものではな

く,安 価であるか ら一連の地震対策の中についで

に入れたとか,電 子計算機室または事務センタ等

の新設に際し,設 計事務所にすすめられた とかの

理由によるものであり,宮 城県沖地震以前のコン

ピュータの電源制御用の対策実施例 としては,多

分10例 に満たない数字であった と予測される。

また,一般的な立場からの利用のすすめは,コ ン

ピュータ ・メーカーを別にすると昭和52年4月 に

通産省によって公表された 「電子計算機 システム

安全対策基準」の設備gegeM-5-・-IS4『 室内に電

子計算機システム及び電子計算機システム関連設

4



備に連動として,運 転を制御する地震感知器を設

置すること』とい う対策内容があ り,そ の解説書

に 『感震器 とは定め られた強さ以上の地震がきた

時に,検 出接点が動作して リレー回路を働かせ,

警報や制御信号を発する特殊な地震計のことで,

主として地震発生時に二次災害の発生の拡大を最

小限にする目的で使用される』とな っている。

以下によりこの二次災害の防止とい う利用 目的

について,地 震危険を踏まえて具体的に明確にす

る。

3地 震危険

ω 人身事故

コンピュータ室には,多 くの機器,付 帯設備 ・

什器備品等が設置されている。しか もそれ らの多

くは数百kgか ら1tに も及ぶ重量物であり,か つ

背の高いものが多い。そしてそれ らは,電 気設備

かまたは電気を使用する設備,機 器がほとんどで

ある。

これ らの状況を考える,コ ンピュータ室はオフ

ィスの延長線上に位置するものではな く,生 産現

場に類する環境条件下にあるといいえよう。しか

しながら,こ れまで,ビ ジネス ・ユースのコンピ

ュータのほとん どが本社機構の中でオフィス ・ビ

ルの中に設置されている関係か らか,こ の状況が

理解されずオフィスの延長線上で問題がとらえら

れがちであった。

そのため,大 地震が発生した場合,現 状は,設

備,機 器,什 器備品およびフリーアクセス床等の

移動,衝 突,転 倒,陥 没等による人身事故の危険

および感電,火 災等による危険があり,無 防備で

ないまでも非常に大きな危険をかかえている状態

であると考えられる。

したがって,こ れ らの地震危険については,人

命尊重の立場から早急に対策が立てられなけれぽ

ならないとい うことである。

② データの破壊

η

ア,メ モ リー に 記憶 され て い る デ ー タ の破 壊

⑦ 記憶 装 置 に一 定 以 上 の加 速 度 が 入力 され る こ

とに よ り,メ モ リー の物 理 的 破 壊 の恐 れ が あ る

が,そ の レベ ル は 一般 に1,000ガ ル 以 上 で あ り,

この 強 さの 地 震 力 が 入 力 され る ケー ス は極 め て 少

な い 。

④ 所 定 の手 続 き に よ らず 電 源 設 備 側 で 電 源 が 遮

断 され る と,サ ー ジ電 圧 の発 生 あ るい はサ ー マル

・シ ョ ヅクに よ り メモ リー の破 壊 され る可 能 性 も

少 な い が あ る。

⑰ 処 理 が ク ロー ズ され ず に 電 源 が 遮 断 さ れ る

と,そ れ まで に 処 理 した デー タは リー ド不 能 とな

り実 質 的 に破 壊 と同 じ結 果 を 持 た らす 。

イ,磁 気 テ ー プお よ び磁 気 デ ィス ク等 に記 録

され て い る デ ー タの破 壊

⑦ 一 定 以 上 の 加速 度 が磁 気 テ ー プ装 置 ま た は磁

気 デ ィス ク装 置 に 入 力 され る こ とに よ る,磁 気 テ

ー プ装 置 また は 磁 気 デ ィス ク装 置 の物 理 的 な 損

傷,破 壊 に と もな うデ ー タ の破 壊 が あ り得 る。

④ 一 定 以 上 の加 速 度 が磁 気 テ ー プ装 置 に入 力 さ

れ る こ とに よ って,磁 気 テ ー プ に異 常 張 力が か か

り,磁 気 テ ー プが 伸 び た り切断 され る こ とに よ る

デ ー タの破 壊 が あ り得 る。

⑰ 一 定 以 上 の 加 速度 が磁 気 テ ー プ装 置 また磁 気

デ ィス ク装 置 に 入 力 され る こ とに よ って,誤 作 動

を 生 ず る可 能 性 が あ り,こ れ は 実 質 的 に 破 壊 と同

じ結 果 を 持 た らす 恐 れ が あ る。

㊤ 所 定 の手 続 き に よ らず 電 源 設 備 側 で電 源 が 遮 ・

断 され る と,磁 気 デ ィス クは ヘ ッ ド・ク ラ ッシ ュ

を生 ず る恐 れ が あ る。

な お,地 震 時 の デ ー タ の破 壊 につ い て ほ,こ れ

以 外 に も保 管 中 ま た は使 用 準 備 中 の デ ー タの 破 壊

が あ り,そ の方 が 大 き な問 題 で あ るが,こ こで は

目的 々 に メモ リー お よ び マ シ ンに セ ッ トされ てい

る 記 録媒 体 の 危 険 の み を取 上 げた 。

(3}処 理 機 能 の 停 止

ア,コ ン ピ ュー タ ・シス テ ム 自身 に起 因 す る



18

停 止

⑦ 一 定 以 上 の 加 速 度 が磁 気 テー プ装 置 また は磁

気 デ ィス ク装 置 に入 力 され る と,誤 作 動(エ ラ ー)

を 生 じ停 止 を 余 儀 な くされ る。 これ は厳 密 に は,

メー カ ー ご とに 設 計 基 準 お よび 設 計 が 異 な り,し

た が って保 証 の範 囲 も異 な るが,最 新 世 代 の マ シ

ンで は,ほ とん どの メ ー カ ーが 一 般 に震 度Vの 上

限250ガ ル まで は 保 証 して い るの で,総 体 的 に250

ガル 以 上 で の問 題 で あ る。 しか し,一 部 例 外 的 に

保 証値 が200ガ ル の メ ー カ ー もあ る の で注 意 を要

す る。

④磁 気 テー プの 切 断 に よ って,停 止 を余 儀 な く

され る場 合 が あ る。

⑰ 磁 気 デ ィス クの ヘ ッ ド ・ク ラ ッシ ュに よ り停

止 を 余 儀 な くされ る場 合 が あ る。

㊤ コ ネ クタ抜 け また は接 触 不 良 に よ って 停 止 す

る場 合 が あ る。

⑧ パ ワー ・ケ ー ブル また は 信 号 線 の 断 線 等 に よ

って停 止 す る場 合 が あ る。

⑳ 設 備,機 器 の 変 形,破 損 に よ って 停 止 す る場

合 が あ る。

な お,設 備,機 器 の 種 類,世 代,形 状,重 量 そ

の他 に よ り,そ れ ぞれ の事 態 発 生 の条 件 が 異 な る

た め,一 様 に い う こ とは で き な い。

イ,コ ンピ ュー タ ・ユ ー ザ ー の 内部 的 要 因 に

よ る停 止

⑦ 建 物 の構 造,コ ン ピ ュー タ室 の構 造 に起 因 し

て,コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムが 変 形,破 壊 し 停止

す る場 合 が あ る。

④ 什 器,備 品 等 が 設 備,機 器 と衝 突 し,設 備,

機 器 が 変 形,破 損 し停 止 す る場 合 が あ る。

⑰ 収 容 物 品 の 落 下 等 に よ り,設 備,機 器 が変 形

破 損 して 停 止 す る場 合 が あ る。

㊤ 設 備,機 器 の 移 動,衝 突,転 倒,収 容物 品 の

飛 出 し,落 下,一散 乱 筆 に よ リオ ペ レー シ ぎソ不 能

とな り,停 止 を余 儀 な くされ る場 合 が あ る。・

⑳ オ ペ レー シ 冒ン ・ ミス等 に よ り,停 止 す る場

合がある。

ウ,外 部の公共サービス機能に起因する停止

⑦電力の供給中断によるもの

④水の供給中断によるもの

⑰回線のダウンによるもの

{4}財 産損失

財産損失は,① 人身事故,② データの破壊③処

理機能の停止によって生ずるすべてが対象となる

が,大 地震時の被害額はかな りなものとなること

が予測されるが,そ の場合の予測額は以下のよう

な項 目により算出されるものである。

⑦物の直接損失

④物を修復するための損失

⇔物を使用できないための損失

㊤代替物を使用する損失

㊧治療費,見 舞金

◎所得補償

㊥その他の臨時費用

4感 震器 システムを利用 しての地震対策

(1}人 身保護

ア,前 提条件

⑦現状には,人 に対する非常に大きな危険が存

在する。このような状態で,大 地震時に退避以外

の対処を期待するのは一般的に無理である。通常

人は200ガ ル程度の加速度で冷静な判断と適切な

行動力を失なう。

④ プロセスの停止やパワーダウンといった緊急

処理手続 きの規定またはマニュアルを作成し,そ

の教育訓練を徹底しても,実 際の地震時にどの程

度のことが実施できるか分らない。

それ らの実施を義務付けることにより,実 施程

度を高 くするとい うことは,あ る程度可能である

かも知れないが,一 方で人身事故の危険を拡大す

る.ことになるので,こ の方法を採り入れ ることは

できない。

特に,電 子計算機室では,分 麟 の電源設備

■
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が室の最も奥に設け られている例が多 くこ の場

合,電 源遮断のために危険地帯を往復しなければ

ならないことになる。

◎対策のあるべき姿からすると,地 震時の電子

計算機室の緊急処理手続(応 急措置)は,人 間に

負荷をかけるやり方は好 ましくなく,人 命尊重の

立場にもとることになる。

イ,保 護対策

⑦以上の前提条件から電子計算機室の地震対策

においては,地 震時にいかに早 く要員を所定の避

難場所に退避させるかが第一の問題 となる。

④その場合,人 間には個人差があるため,退 避

指示の判断および指示を個人に委ねると,状 況判

断を誤 まる恐れがあり,さ らに指示を忘れた り小

さな声で全員に聞こえないといった恐れもある。

その結果,要 員の退避行動がスムーズ に 行 な え

ず,甚 大な被害を被る可能性 もある。

そのため,退 避時期を客観的に判定する道具と

して,一 定の レベルを設定し,当 該 レベルの地震

が発生した場合,退 避報を発する感震器システム

を導入する必要がある。

② データ保護

ア,前 提条件

⑦地震後の リカバ リをスムーズに実行するため

に,デ ータおよびプログラムをディスク等に退避

させることが望ましいが,地 震のほとんどが20～

30秒 で終るのに対し,マ ルチジ ョブを クローズす

るためには1分 ～2分 を要することを考えると,

感震器 システムを利用してもデータおよびプログ

ラムの退避は現実には難かしいといえる。

そこで,こ こでは,次 善の策を考えることにし

たい。

イ,保 護対策

⑦所定の手続によらないブレーカによるダウン

は,サ ージ電圧,デ ィスクのヘ ッドクラッシュお

よびサーマルシ。ック等を発生させる可能性があ

り,デ ータおよびプログラムに影響を与えるおそ
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れ が あ る こ とを既 に述 べ た が,EPO(EPS)

に よ って パ ワーを 落 とこ とに よ って そ の 影 響 の 度

合 い を低 下 させ る こ とが で き る。

これ に よ って リカ バ タ イ ムが 短 縮 され るた め,

感 震 器 シス テ ム を利 用 し て… 定 の 地 震 の レベ ル で

信 号 を 送 り,EPO(EPS)を 制 御 し処 理 を 停

止 す る こ とは一 般 に 有 効 で あ る。

④ こ の場 合,人 間 がEPO(EPS)を 行 な う

と い うこ と も考 え られ るが,人 の退 避 と同 様,い

つ,誰 が,EPO(EPS)を 行 な うか と考 え る

と,客 観 的 な判 断,確 実 な 実 施 とい う観 点 か ら感

震 器 シ ス テ ム に よ る対 策 が 明 らか に 有 効 とい え よ

う。

(3)処 理機能保護

ア,前 提条件

⑦地震による処理機能の停止は既に述べたよう

に多 くの要因があるが,感 震器システムを利用し

てのカバーすべき危険は,二 次災害である火災お

よび水害等である。

イ,保 護対策

④これは感震器システムから一定の レベルで信

号を送 り,コ ンピュータ用および空調用の分電盤

のブレーカを落とし,ま た空調の水配管のバルブ

を閉鎖する等である。

◎ これ もデータ保護同様に人為的に行な う方法

よりも,よ り確実に実施できるため有効な対策で・

あるといえる。

倒 財産保護 、

ア,こ の場合の財産保護対策を採用すること

によって結果的に行ないうるこ とで あ る

が,特 に注意しなければならないことは地

震には損害保険をかけることができないと

い うことであり,そ れを配慮して対策を採

用しなければならないということである。

(いけだ やすのり・技術評論家)
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■ オ フ ィス/コ リア
,80と 韓国 の 情報

処 理 事 情

韓国は現在,今 後の経済を高 く成

長させるために,低 賃金依存をかな

ぐり捨て,あ らゆる部門に効率的運営

を図ることが迫 られている。すなわち,

唾タ、の註蜜

生産工場においては作業効率を,事 務室

では事務能率の向上を意味 している。

韓国生産性本部(専務理事 ・李昌河氏)は,韓

国のあらゆる産業分野の生産性の向上を通じて

経済開発と,ひ いては国民生活水準の向上を図

る目的を以って,1957年 に設立された。

同本部は,韓 国の有力企業約500社 を会員と

し,130名 のスタッフを持って,中立の立場から

経営管理,産 業訓練のコンサルティング,産 業

および市場調査,産 業,技 術情報サービスなど

広い範囲の活動を行っている。

同本部では,か ねてから韓国経済をさらに発

展させるためには,先 進工業国の技術導入を,

今後一段と活発に促進する必要があると考え,

技術移転の有効な手段 として産業専門展示会に

注 目し,2月26～29日,ソ ウル特別市にある韓

国綜合展示場において 「オフィス/コ リア'80」

を主催した。

同展示会は,韓 国事務機産業情報機器国際展

で,三 星電子工業,金 星電気,ロ ッテ産業,韓

国IBM,シ ンド・リコー,韓 国電子計算な ど

韓国内外の事務機,コ ンピューータ機器が34社か

ら出品された。

さて,韓 国では,年 間1億300万 ドルの事務

機を輸入し,年 率40%増 で事務機の輸入が増え

ている。これは韓国企業の事務機械化ニーズの

旺盛さを示すものである。

複写機はすでに,シ ンド・リコーを筆頭にコ

リア ・ゼロックス,三 星電子(ミ ノルタ)が 市

場を開拓 して,需 要は急上昇している。

オ
フ
ィ
ス
/

コ
リ
ア
80
と
韓
国
の
情
報
処
理
事
情

,

フ ァ クシ ミリは,今 後 の 商 品

と して 期 待 され,シ ン ド ・リコ

ー ,三 星 電 子(dex),金 星 電 気

(NEFAX)な どが,今 日の フ

ェ アに 出品 し,人 気 を集 め て い た 。

これ ら単 能機 の市 場 を上 回 る事 務

機 械 化 製 品 に コ ン ピ ュー タが注 目され

て い る。

韓 国 に,コ ン ピ ュー タが初 め て導 入 さ

れ た の は1967年 で あ る。経 済 企 画院 調 査 統 計 局

に,人 口 セ ンサ ス処理 を す るた め に,米 国IB

Mか らIBM1401C6型 コ ンピ ュー タを 導 入 し

た のが 出 発点 で あ る。

そ の後,10数 年 を経 過 した 現 在,年 平 均35%

とい う高 い増 加率 を見 せ て い る。1978年 末 現 在

で370台 を 保 有 して お り,1979年 末 に は400台 を

超 え て い よ う。

370台 の うちわ け は,汎 用 コ ン ピ ュー タが260

台,専 用 コ ン ピ ュー タが110台,設 置 金 額 は9,00∪

万 ドル に 達 して い る。汎 用 コ ン ピ ューータの260台

の うち わ け は,超 大 型 機13台,大 型 機31台,中

型 機76台,小 型 機55台,ミ ニ コ ン85台 とな っ て

い る。

コ ン ピ ュー タの 活用 対 象 は,経 営,軍 事,教

育,科 学,製 造,技 術,通 信 お よ び工 程 制 御 な

ど,社 会 全 般 に ひ ろ が っ て い る 。

コ ン ピ ュー タの 活用 を何 段 階 か に分 け てみ る

と,も っ とも初 歩 的 な 状 態 が 給 与 とか 技 術計 算,

また は統 計 を 処理 す る集 計計 算 で あ る。 こ こか

ら発 展 した 形 態 が,生 産,販 売,輸 送,人 事,

金 融 な どの 管 理 業 務 の 電 算 化 で あ る。 これ らの

活 用 形 態 は,双 方 と も,使 役管 理 的 業務 で あ り

コ ン ピ ュー タの商 業 活 用 は シ ステ ム分 析,需 要

予 測,情 報 解析 等,計 画 予 測 に 関 す る事 前的 業

務 処 理 で あ る。

しか し,韓 国 の コ ンピ ュー タ活 用 の 歴 史 は 浅

くコ ン ピ ュー タ保 有 面 お よび 活 用 水 準,適 用 対

象 業 務 面 に お い て諸 外 国 に比 べ 低 い 水 準 に あ る

■
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今回,展 示会を主催 した主旨も,事 務機械化

ニーズの掘 りおこしと,活 用の高度化を狙った

ものである。が,韓 国でコンピュータ活用が低

調な理由は,組 織が業務重視 というより,む し

ろ人間重視によっているためとみ られている。

また,事 務管理体制 とか業務標準化などがそ

の時々の事情,あ るいは必要により,さ まざま

な形態で管理されてきたため,こ れを一気に電

算化することは,多 大な支障を招 くことが予想

されるためである。

しか し,最 近では経営者層もコンピュータに

対する認識を新たにし,経 営合理化ないしは国

際競争の強化等,懸 案の問題解決のために,組

織の形態を生産ライン電算化に適合する体制に

転換 しつつある。この傾向は今後も強まる見通

しである。

韓国におけるコンピュータ ・ハー ドウエアは

まだ生産能力が低 く,国 内需要の100%を 海外

に依存 している。コンピュータの国産化は,市

場の需要から考えると,緊 急な課題としてある

が,ハ ー ドウエア生産技術の未熟,周 辺関連産

業の未発達,資 金不足,市 場確保の困難 さ,お

よび技 術 要 員 の不 足 な どに よ り国産 化推 進 に は

多 くの 困難 が伴 っ て い る。 韓 国 の科 学 技 術院 で

は,コ ン ピ ュー タ産 業 を支 え るEDP要 員 の需

要 推 移 を次 の よ うに 予 想 して い る 。(要 員 需 要

は 累計 値)

80年 度 一4,800名(高 級 要 員500名,技 術 要 員

2,000名,技 能 要 員2,300名)

83年 度 一9,800名(同1,000名,同4,000名,

同4,800名)

86年 度 一20,400名(同2,100名,同8,000名,

同10,300名)'

90年 度 一50,000名(同5,000名,同20,000名,

同25,000名)

ソ フ トウエ ア分 野 の 要 員 を育 成 す る機 関 は 現

在,韓 国 科 学 院,ソ ウル 大 学 等11大 学 の電 算 学

科,お よび9専 門 大 学 が あ る。

ハ ー ドウエ アの 国 産 化 と ともに,ソ フ トウエ

ア要 員 の 育 成 は,韓 国 企 業 の 事 務 機 械 化 ニー ズ

を 促 進 す るた め に,ぜ ひ 必 要 で あ る。

同 本 部 では,こ れ らの 実態 を 踏 まえ,あ らゆ

る機 会 を 通 じて 韓 国 の 企 業 発 展 を 図 る こ とを願

い と して い る。
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■ 米 国 が 高度 技 術 製 品 の対 ソ輸

出 を 凍 結

ソ連 の ア フ ガニ ス タ ン軍 事 介

入 に 対 す る経 済 制 裁 と して,米

国 の カー ター 大 統 領 は1月8日,コ

ン ピ ュー タを 含 む 高 度 技 術 製 品 の 対

ソ輸 出の 無 期 限 凍 結 を 発 表 した 。 禁 輸

の対 象 に され る の は,大 型 コ ン ピ ュー

タ ・シス テ ム は も とよ り,従 来 は 自 由

纏Xの責寳

取 引 き され て いた 小 型 シス テ ム,計 測 ・通 信 機

器,周 辺 機 器,部 品 ま で広 範 囲 にわ た る。1970

年 代 の東 西 間緊 張 緩 和 政 策 の進 展 に とも な っ て

か つ て は 熱 い 期待 を 集 め た 対 ソ ・コ ン ピ ュー タ

貿 易 だ が,こ こに きて 一転,冷 水 を 浴 びせ か け

られ た 格 好 だ 。

こ の発 表 に対 す る米 国 の メー カー 各 社 の反 応

だ が,一 様 に冷 静 に受 け とめ て い る。IBM,

Univac,CDCな ど ソ連 と取 引 きの あ った メー

カー は い ずれ も,対 ソ貿 易 が 全 体 に占 め る割 合

は1%に 満 た ず,全 体 の ビジ ネ ス に はほ とん ど

影 響 が な い と発表 した 。

一 方 ,ソ 連 の 受 け る打撃 は まだ は っ き り と測

定 で きな い が,す で に 設 置 され て い る米 国 製 コ

ン ピ ュー タの サ ポー トに 対 す る影 響 を 中 心 に,

長 期 的 には あ る程 度 の 影 響 が 出 て こ よ う。

な お,米 国 の経 済 制 裁 が 効 力 を もつ に は,フ

ラ ンスや イギ リス,西 ドイ ツ,日 本 な ど,他 の

コ ン ピ ュー タ生 産 国 の 同調 が 必 要 にな るが,こ

れ につ い て は まだ 各 国 とも 明確 な行 動 を示 して

い な い 。各 国 とも,デ タ ン ト政策 を基 本政 策 と

して堅 持 して い る た め,こ と さ らに,ソ 連 を刺

激 す る政 策 を と りた くな い のが 本 音 の よ うだ 。

■家庭情報サービスが新聞に及ぼす能書

電話回線やテレビといった家庭で簡単に手に

入るツールを利用 してデータベースと結びつけ

た家庭情報 システムが世界の先進各国で盛んに

開発されている。ビューデータ,ビ デオテッタ

J

I
P
D
E
C

「海
外
情
報

イ

ン
デ

ッ
ク
ス
」
か

ら

ス,テ レテ キ ス トと,そ の 形態

や 名 称 は さ まざ まだ が,い ずれ

も80年 代 の 情 報 化 を に な う花 形

と して 大 き く注 目され て い る。

こ の家 庭 情 報 サ ー ビスの 将 来 動 向 調

査 を米 国 の 調 査 会 社International

ResourceDevelopment社 が 行 った 。

これ に よ る と,現 在,年3～4%の 成

長を続けている新聞の伸びが,家 庭情報

サ ー ビス の 発達 に よっ て1986年 まで には ス トッ

プす る もの と予 想 され て い る。新 聞 業界 は広 告

収 入 の 大 幅 な 減 少 を こ うむ る とい う。一 方,家

庭 情 報 サ ー ビスは 地 域 ・全 国 ベ ー ス と もに大 き

な成 長 を とげ る と予 想 され る。

■ 米 国政 府 の超LSI計 画 が ス タ ー ト

米 国 国 防 省 の超 高速 集積 回路(VHSIC:

VeryHighSpeedIntegratedCircuits)開 発 計

画 は,1980年 度 予 算 で3千 万 ドル が認 め られ た

た め,い よい よ ス ター トす る こ とに な っ た 。1

億9,800万 ドル の総 事 業規 模 で6年 間 に わ た り

行 わ れ る。 わ が 国 の 通産 省 が 中 心 に な っ て 行 っ

て い る超LSI開 発 計 画 に対抗 す る も の と し

て,こ の 米 国 版 官 製 プ ロ ジ ェ ク トの 成 果 が 注 目

され る。 しか し米 国産 業 界 の中 には,こ れ が 軍

用 の特 殊 回路 で あ るた め,民 間 の半 導 体 開 発 リ

ソー ス を振 り向け る の は,米 国 半導 体 産 業 の発

展 に とっ て か え っ て マ イナ ス に な る とい う声 も

あ る。

■世界市場の30%掌 握をめざすEC

欧州共同体は米国による情報の独占に強い危

機感をもっているが,こ れに対する対抗策とし

てこのほど,欧 州に強力な情報産業を うちたて

る構想を出した。ダブリンで開かれたECサ ミ

ットでは情報処理関連の世界市場の30%を 握る

という野心的目標が支持され,す でにこの目標

の下に,①EC内 に500の 新デー・一■タベースを構

■

(
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●

1熱 す る プ
ロジェ ク ト,② 情 報 提 供 業者 の統 一 団

体 の 設 立 構 想,な どが 具 体 化 して い る。

■ 英 国 企 業 庁 がICLの 株 を 売 却

E 英 国 保 守 党 政 権 が うち だ した 公 的 企 業 の 民 間

移 行 策,す な わ ちNEB(英 国 企 業 庁)の 役 割

縮 少 策 の 第1弾 と して,NEBが 保 有 す る国 策

コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ ーICL社 の持 株(全 体

の25%,3,800万 ポ ン ド)を1株455ペ ン スで 売

却 す る こ とが 決 ま っ た。ICLは 最新 決 算 で22

%の 純 利 増 とい う好 業 績 を あ げ て お り,買 手 に

は事 欠 か な い とみ られ る。 近 年 の成 長 で す っか

り自信 をつ け たICL理 事 会 は,も はやNEB

の 資金 な しで もや っ て い け る と して この政 府 決

定 を 歓迎 して い る 。

■Olivettiと 日立 が 提 携

イ タ リアの コ ン ピ ュー タ/事 務 機 器 メー カー

Olivettiが,こ の1月 に 日立 の大 型 機 と米 国I

PL社 の 中 型 機 を 欧 州 で 販 売 す る契 約 を 結 ん

だ 。 これ に よ ってOlivettiは,デ ス ク トップ型

ミニ コ ン ピ ュー タか ら大 型 機 ま で の全 陣 容 を揃

え る こ と に な る わけ で,60年 代 に一 度 は撤 退 し

た 本 体 事 業 に再 び参 入 す る こ とに な る 。一 方,

日立 も,富 士 通 －Siemensコ ン ビに 対抗 して欧

州 に強 力 な布 石 を敷 く こ とに な る。 な お,IP

Lは 先 頃 ま で本 体 事 業 か ら撤 退 した米 国 のItel

に中 型 の プラ グ ・コ ンパ テ ィ ブルCPUマ シ ン

を供 給 して い た メー カー で あ る 。 日立 とIPL

の マ シ ンは それ ぞれOlivettiの も と で はOH

5500,5300の モ デ ル 名 で 売 られ る こ とに な る。

● コー ヒーブ レー ク● 「お茶 の時間 には見 な いで くだ さい」Herbelt.J.Welke

こ の コ ラ ムは コ ー ヒー ブ レー ク と名づ け られ て

い る そ うなの で,そ れ に つ い て書 い て み よ うと思

い ます 。 ど この国 に も,お 茶 の時 間 とい うの が あ

つて大 事 な習 慣 と考 え られ てい る よ うで す 。 英 国

で は労 働 者 が あ ま り長 い 時 間 コー ヒー ブ レー クを

とる の で,そ れ が英 国 の経 済 を衰 え させ た 大 きな

原 因 の一 つ だ とい う人 もい ま す。

け れ ど も仕 事 の 合 間 に 紅 茶 や コー ヒーを 飲 む の

は,ど こで も同 じで,そ れ は 仕 事 を妨 げ る とい う

よ りは 人 々に くつ ろ ぎを 与 え,ま た仕 事 や生 活 の

一 部 に もな つて い る と思 い ます 。

私 の ドイ ツの研 究 所 で も朝 と午 後 とに それ ぞ れ

一 回 ず つ コ ー ヒ ー ブ レー クが あ ります。 私 達 は一

人 あ るい は 二,三 人 ず つ で 一 つ の 部 屋 を持 って仕

事 を して い ます の で,そ の うち の い ち ば ん大 き な

部 屋 に チ ー ムの メ ンバ ーが 顔 を そ ろ え,仕 事 の話

は もち ろん プ ラ イベ ー トな 話 も します 。 それ は メ

ン バ ー のお 互 い が,い ま相 手 が 何 を して い る のか

を 知 り,仕 事 を うま く運 ん で い くた め の よい機 会

と な っ てい ます 。 週 に 一 度 は 他 の セ ク シ ョ ンの人

達 と も同 じ よ うに して顔 を 合 わ せ ます 。

臼本 に 来 てち ょっ と不 思 議 に 思 った こ とは,日

本 で は大 きな部 屋 で み ん な い っ し ょに仕 事 を して

お り,お 茶 も仕事 の ほ ん の ち ょっ との合 間に,そ

れ ぞれ 自分 の 席 で 飲 ん で い る こ とで す。 た ま には

お 金 を 出 し合 って お菓 子や 甘 い もの な どを食 べ た

り して い ます が,こ れ は特 別 な こ との よ うで す。

そ れ で 私 もた い て い コー ヒー や紅 茶,そ れ に私

に と って は不 幸 に もあ ま りお い しくは な い 日本 の

お 茶(greentea)を い た だ く こ とに な ります 。

ち ょっ と変 わ って い るの は,そ の コ ー ヒー も材

料 は た い て い イ ンス タ ン ト ・コ ー ヒーで 日本 の 人

達 は オ フ ィス で は 本 モ ノの コ ー ヒーは,あ ま り飲

まな い よ うで す 。 も う一 つ 私 の 国 と違 うこ とは お

茶 の用 意 は み ん な 女 の人 が してい る ことで す 。 私

の ドイ ツ の職 場 では 男 も女 も どち ら もや って い ま

す 。 もっ と も秘 書 が つ い てい る チ ー フや マネ ー ジ

ャとい っ た人 達は 彼 女 に コー ヒーを 入 れ て も らっ

てい ます 。

この よ うな 話 を す る と,日 本 の同 僚 達 に 差 障 り

が あ る といけ な い の で,も しお 茶 の 時 間 に これ を

お読 み で した ら,ど うか 忘 れ て くだ さい 。

(ヘ ル ベ ル ト ・ユ ル ゲ ン ・ヴ ェル ケ ・西 ドイ ツ

数 理 デ ー タ処 理 研究 所 派 遣 研 究 員)
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韻 サ・ン⇔◎◎⇔◎◎◎◎◎◎⇔⇔◎◎

標準化あれこれ

北海道電力(株)情 報システム部長

大 橋 弥 太 郎

かばにれ

当 部 に は,「 樺楡 会」 な る 集 り

が あ る。 「樺 」 も 「楡」 も,北 海

道 を 代 表 す る樹 木 で,ロ マ ンチ ッ

クな イ メー ジを 描 くに は 十 分 の素

材 で あ る。

「うらわ か き乙 女」の 集 い か な と

思 わ れ た 方 も多 い と思 うが,さ に

あ らず,構 造 化 プ ロ グラ ミングで

せ っせ とシ ス テ ム開 発 業 務 を 行

い,時 に は,ス ス キ ノを フ ィー バ

ー して歩 くむ くつ け き若 者 達 とた

った 一 人 の女 性 の集 り な の で あ

る 。一 昨年,標 準 的 な プ ロ グラ ミ

ン グ技 法 と して,ワ ー ニ 工法 を 導

入 し,新 ・転 入 部 員 に は,こ れ を一

年 間 の 教 育 で体 得 させ る こ とに し

た 。 この 教 育 の イ ンス トラ ク トレ

ス と受 講 生 が 「樺 楡 会 」の メ ンバ ー

で あ る。 名 前 の 由来 は,ど うや ら

「ワー ニ エ」が 託 っ た もの ら しい 。

夏 に は,海 に,湖 に キ ャ ン プに

出か け,冬 に は,ス キ ー に 行 っ た

り,時 には,プ ログ ラ ミングの ノ

ウハ ウにつ い て,議 論 を 戦 か わ し

た り して,活 発 にや って い る よ う

で あ る 。

とも すれ ば,新 技 法 の導 入 な ど

は,招 かれ ざ る客 と して,冷 遇 さ

れ が ち で あ るが,ワ ー ニ工 法 は,

こ の よ うな 頼 も しい 仲 間 達 に 支 え

られ て,次 第 に 浸 透,、定 着 しつ つ

あ る よ うな の で,非 常 に 嬉 し く思

って い る。

さて,当 部 の ワー ニ工 法 の 導 入

に つ い て もい え る こ とで あ るが,

「標 準 化 」 とい うもの は,「 合 意

は 比 較 的 容 易 に 得 られ て も,定 着

し難 い 」 もの ら しい 。

そ の理 由 を,多 少,ヤ ブ ニ ラ ミ

的 か も 知れ な い が 私 な りに述 べ て

み た い 。

☆

「標 準 化 」に,表 面 的 に反 対 す る

人 達 は,あ ま りい な い筈 で あ る 。

い た と して も,こ の タ イ プ の人 は,

決 ま った 以 上 は 遵 守 す る人 達 で あ

る こ とが 多 い 。

定 着 しな い 理 由は,つ ま る と こ

ろ 「守 らな い 」 お よび 「守 れ な い」

人 達 が い るか らで あ り,そ れ らの

人 達 は,だ いた い,次 の よ うな タ

イプ に分 け る こ とが で き る。

① 不 精 タ イ プ

あ る事 を実 行 す るの に,何 を調

べ れ ば 良 い か,ど うい う手 順 で 行

えば 良 い か,正 確 に 知 っ て い る人

達 で あ り,も し も,ペ ー パ ー テ ス

トを 行 えば,間 違 い な く,合 格 点

は,と れ るの で あ る。不 精 が ゆ え

に(忙 しい場 合 も あ る),手 近 な

もの で済 ませ て しま うの で あ る。

この タ イ プは,オ ール マ イ テ ィ釣

道具,た とえば マ ス タ ・キ ーな ど

を欲 しが り,つ い 出来 心 で の 回 数

が 多 い 。 ユ ー テ リテ ィ ・プ レー ヤ

ーを 欲 しが っ て い る,ど こか の 球

団 の 監 督 さん は,き っ とこの タ イ

◎◎◎◎◎◎◎⑤⇔◎◎⇔◎◎⇔⇔◎

■

4
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◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎
プであろう。

② 「明 日の標準化技法より今 日の

経験」タイプ

当面の目的は,何 も新技法,標

準化に頼 らなくても達成できる事

実を主張し,絶 えず,直 接的な作

業をしていない と落着かない人達

である。本人は,着 実,正 確,迅

速にできるのは,現 在,習 得 して

いる技術であると内心では,確 信

しているが,提 案に対 しては,素

直に頷 く癖がある。

③ モラル重視 タイプ

経験者又は経験者を抱えている

中間管理者層に多 くみ られ,親 分

肌の人達が多い。新技法の導入に

よって,自 己体験が無に帰すこと

を,極 度に怖れ,未 来に対 して,

眼をそむける傾向がある。提案の

主旨は,充 分,理 解 した,し かれ

ども現時点において と切 り出し,

モラルの問題を掲げ,こ れを提案

と平行線上に位置づけるのが特徴

である。

④ マイスター タイプ

手作 りの味が忘れ られず,い つ

までも楽 しんでいられるタイプで

ある。細部に,工 夫,意 匠をこら

すことが多 く,作 品を芸術の よう

に考えるのがこのタイプの人達で

ある。プログラムの場合,随 所に

××流の奥儀が披露されている。

標準化が徹底されず,こ のタイプ

の人達が多 くなると家元が沢山で

きることになる。

⑤ 出か せ ぎ型

自分 は,一 生 コ ン ピ ュー タの 仕

事 を す るわ け で は な い,い つ か,

関係 主 管 へ 戻 るん だ と仮 定 して い

る タ イ プの 人 で,い つ まで た っ て

も,情 報 シ ス テ ム部 門 の 人 に,な

りきれ な い で い る人 達 で あ る。 新

技 法 を身 に つ け,実 務 に適 用 し よ

う とす る時 に は,ロ ー テー シ ョン

に よ って,シ ス テ ム部 門 を 離れ る

ん では な い か と絶 え ず 考 え て い る

の で あ る。与 え られ た だ け の 業 務

を無 難 に 消 化 す る よ うに の み 心 が

け る よ うにな り,新 しい もの の 摂

取 や 自己 啓 発 の 意 欲 に 欠 け る き ら

いが あ る。

以 上,五 つ の タ イ プに 分類 して

み た が,た い て い の 人 は,そ の適

合 の 度 合 は と もか く,い ず れ か の

タ イ プに 属 す る筈 で あ る。

☆

標 準 化 を推 進 す るた め に,こ れ

らの タ イ プの人 達 に,如 何 に対 処

す るか は,企 業 の環 境 に よっ て も

当然,異 な っ て しか るべ き で あ る

ので,こ こで は,ふ れ な い こ と と

す るが,元 来 「標 準 化 」 と 「モ ラ

ル 」 とは,相 容れ な い もの が あ る

こ とを前 提 に し,「 自 己 の主 張 」

と して の 「工 夫 」 「完 成 の喜 び」

な ど も,十 二分 に配 慮 した うえ で

これ を実 施 しなけ れ ぽ な らな い で

あろ う。

と ころ で,プ ロ グ ラマ ー か ら シ

ス テ ム ・プ ラ ンナ ーへ と経 験 を積

ん で きた 人 達 の 問 題 に 対 す る取 組

み 方 が,あ る方 向 に 偏 っ て い る の

で は な い か と感 ず るの は,私 だけ

で あ ろ うか?

問 題 を真 の姿 で と らえず に,一

つ の 解 決 手段,シ ステ ム ・デ ザ イ

ンや プ ロ グラ ム手 法 を 想 定 して,

接 して い る よ うに 見 受 け られ る か

らで あ る。

こ の よ うな 取 組 み 方 で は,将 来

的 に シ ス テ ム離 れ も招 きか ね な い

と思 い 患 うの は 杷 憂 で あ ろ うか?

☆

「転 ば ぬ 先 の 杖 」 とい うわ け で も

な い が,シ ス テ ム ・エ ンジ ニ ア リ

ングやNUPS法(NIPPON

UNIVACPLANNING

SYSTEM)な どい ろ い ろ と検

討 させ て い る状態 で あ る。

この 件 に つ い て,JIPDEC

な らび に,会 員 の皆 様 の 今後 の御

指 導 を お願 い してペ ンを 置 くこ と

とす る 。

(お お は し や た ろ う)

◇投稿歓迎◇

「会 員 サ ロ ン」,「 コー ヒー ブ'

レー ク」 へ の寄 稿,投 稿 を歓

迎 し ます。 テ ー マは ご 自 由で

す 。 原 稿 は,400字 詰用 紙 で,

それ ぞれ6枚(会 員 サ ロ ン)

と2枚(コ ー ヒー ブ レー ク)

で す。 掲載 の分 には お 礼 を差

上 げ ます 。

宛 先は 本誌 編 集 部 です 。

◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎ 会員サロン
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■ デ ィジタ ル 画 像 処 理 応 用 技 術

フ ォー ラム

㈱ 日本 能 率 協 会 エ レ ク トロニ

クス応 用 技 術推 進 セ ンタ ーで は,

55年4月 か ら1年 間 にわ た り毎 月

1回 定 期 的 に デ ィジ タル画 像 処理

技 術 の 応 用 上 の 技 術 的課 題,最 近

の話 題 を テ ーマ と して採 りあ げ,

研 究 者,開 発 技 術 者 に よ る問 題 提

起,技 術発 表,デ ィス カ ッシ ョ ン

を 中心 とした 研 究 会 を開 始 す る。

この フ ォー ラ ムは,画 像処 理 技

術 の 領 域 が 広 く学 際 的 ア プ ロー チ

を 必 要 と して い る こ とか ら,異 業

種 ・異 分 野 間 を 越 え て 技 術 ・情 報

・人 的 交 流 を 行 な い 相 互 研 鑛 を 促

進 す る もの で あ る。

第1回 目を55年4月23日(水),

日本 能 率 協 会303号 室 午 後1時 半

～4時45分,テ ー マ は 「デ ィ ジ タ

ル画 像 処 理 一 応 用 と 今 後一 」 と

「マ イ コ ンtrこよる カ ラ ー グ ラ フ ィ

ックデ ィス プ レイ」 。 講 師 は 日本

ア イ ・ピ ー ・エ ムの 飯坂 譲 二 氏,

千 葉 大 学 の 湊 幸 衛 氏,コ ー デ ィ ネ

ー タは 東 京 大 学 の尾 上 守 夫 教 授 。

年 会費 は12万 円(12回 分,能 率

協 会 会 員)オ フ レコ'ク ロー ズ ト

制 の ラ ウ ン ドテ ー ブル デ ィス カ ッ

シ ョンで 行 な う。 な お 特 定 月 の み

の 参 加 料 は1万8千 円 。

■ 構 造 化 プ ロ グ ラ ミン グの 文 書 化

と組 織 研 究 コ ー ス

㈱ 日本 能率 協 会 で は,ミ 構 造

化 プ ロ グ ラ ミン グの文 書化 と組 織

研 究 コ ー スミ の セ ミナ ーを 次 の 要

領 で 開 催 す る。

● 日時55年4月15日 ～17日(午

前10時 ～ 午 後5時)

●場 所 日本 能 率 協会

公 開 セ ミナ ー で,会 費 は,会 員

45,000円,一 般54,000円 。 連 絡

先 は 同 協 会 コ ンピ ュ ー タ 教 育

部 。 電 話03(434)6211。

■センサー技術開発推進フォーラ

ムを開催

㈱ 日本能率協会センサテクノ

ロジー推進センターでは,毎 週セ

ンサーのいろいろな分野で話題に

な っている トピックをテーマにし

て,専 門家による問題提起,技 術

発表及びディスカッシ ョンを中心

とした研究会を行なっている。そ

の 目的は,学 ・協会・関連企業の学

識経験者,第 一線技術者との有機

的な交流を促進し,参 加老相互の

人的交流を深めることにあるが,

55年4月 は,第19回 として,同 月

16日(火),「 センサーの信頼性に

おける諸問題」をテーマに開催す

る予定である。同日は,午 後1時

30分か ら4時30分 まで,能 率協会

306号 室で,山 崎弘郎氏(東 大工

学部教授),星 高雄氏(助川電気専

務),高 久氏(電 子技術総合研究

所 信 頼 性 研 究 室)の 各 氏 を講 師 に

迎 え て 行 な われ る。

な お,会 費 は,6ケ 月(6回)

一 単 位80 ,000円 。 オ フ レコ,ク ロ

ー ズ ド制 の ラ ウ ン ドデ ィス カ ッシ

。ン形 式 で 行 う。

■ 地 方 自治 情 報 セ ンタ ー セ ミナ ー

コ ン ピ ュー タ委 託 処 理 専 門 セ ミ

ナ ー(55年4月16日(水)～18日

(金)。 ■

■ 『El本 の医 療 情 報 シ ステ ム』 の

購 売 の す す め

助 医 療情 報 シス テ ム 開 発 セ ン

ター の 編 集 に な る 『日本 の 医療 情

報 シ ス テ ム』 が 発 行 され た 。 内 容

は,わ が 国 の 医 療 情 報 シス テ ムの

現 状 とそ の動 向が,諸 外 国 と対 比

され なが ら記 述 され て お り,医 療

情 報 白書 と もい うべ き もの にな っ

て い る。B5版,380ペ ー ジ。 定

価 は1,900円(送 料=200円)と な

って い る。

詳 細 に つ い ては,同 セ ン タ ー

(電 話03(586)6321)へ 。

■『デ ータ ベ ース ・マ ネ ジ メン ト』

一 計 画 ・開 発 ・管理 のす べ て－

AIMSの 申 の デ ー タベ ー ス ・

マ ネ ジ メ ン トに か か わ る す ぺ て の

独 占版 権 に も とず い て ㈱ 目本 能
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率 協会 が 刊 行 した 『デ ー タベ ー ス

・vネ ジ メ ン ト』(B5版679ペ ー

ジ,定 価70,000円)が,残 部 僅 少

とな って い る。

〔本 書 の特 色〕

●本 書 は,米 国 の 著 名 な 専 門家 ・

実 務 家 が執 筆 した 権 威 あ る く デ

ー タベ ー ス 実務 百科 〉 で あ る
。

● 日本 のEDP環 境 の 実情 に即 し

て,AUERBACH特 約 資 料

の 中 か ら必 要 情 報 を 厳選 し,利

用 し 易 い よ うに 体 系 的 に 再 構 成

され て い る。

●海 外 事 例 に 加 え て,わ が 国 の 代

表 的 デ ー タベ ー ス ・ソフ トウエ

アな らび にそ の活 用 事 例 も追 加

紹 介 され てい る。

●重 要 項 目の イ ンデ ッ クスが 別 冊

とし て用 意 され て お り,即 座 に

必 要 情 報 が参 照 で き,同 時 に,

用 語 集 とし て も活 用 で き る。

〔本 書 の ネ ラ イ〕

● デ ー タベ ー ス の現 状 と動 向が わ

か る。

● デ ー タベ ー ス が何 に役 立つ かが

わ か る。

●導 入 に 当 って の 計 画,開 発,管

理 の キ ー ポ イ ン トがつ か め る。

● デ ー タベ ー ス の基 本概 念,構 成

要 素 な らび に 設 計 の 方 法 論 が 具

体 的 に理 解 で き る。

● デ ー タベ ー ス の導 入,設 計,管

理 の各 プ ロセ スに 発 生 す る種 々

の困 難 な 問 題 に対 して,そ の 解

決 な い し は ヒ ン トが 得 られ る。

●わ が 国 で 入 手 可 能 な デ ー タベ ー

ス ・ソフ トウ ェアの 比 較 ・研 究

資 料 が 得 られ る。

■ ソ フ トウ ェア ・プ ロダ ク ト年 鑑

(1980年 版)で き る

伽 ソフ トウ ェア産 業 振 興 協 会

ソフ トウ ェア流 通 促 進 セ ンタ ー で

は,通 商 産 業 省 機 械 情 報 産 業 馬 絹

『ソ フ トウ ェア ・プ ロ ダ ク ト年 鑑 』

(1980年 版 ・プ ロ グラ ム調 査 簿)

を 発刊 し,予 約 申込 み を 受 付 て い

る。(申 込 先 ・〒105東 京 都 港 区

芝 公 園 ・3-5-8・ 機 械 振 興 会

館。 電 話03(436)3938)。

同年 鑑 は,わ が 国 の主 要 な ソ フ

トウ ェア ・プ ロ ダ ク ト333本(49

本 の サ ブ プ ロ グ ラ ムを 含 む)が 掲

載 され て お り,汎 用 性 の 高 い ソフ

トウ ェア ・プ ロダ ク トが 多 数 含 ま

れ て い る。

333本 の うち,156本 は,情 報 処

理 振 興 事 業 協 会 の 汎 用 プ ロ グ ラ ム

登 録 制 度 に基 づ い て所 要 の 審 査 を

経 て 同協 会 の 汎 用 プ ロ グ ラ ム登 録

簿 に登 録 され て い る もの で あ る。

また,他 の プ ログ ラ ムに つ い て も

販 売 実績 のな い も のに つ い て は,

開 発後5年 以 内 の もの に限 るな ど

の要 件 を満 し てい る。

さ らに,ソ フ トウ ェア ・プ ロ ダ

ク トに 関 す る情 報 も豊 富 に盛 り こ

まれ て い る。 た とえば,プ ロ グ ラ

ムの 主 要 業 務 分野,主 要 機 能,出

力 内 容 及 び特 徴,動 作 環境,譲 渡
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また は 提供 価格 ・媒 体 ・可能 な ド

キ ュメ ン ト ・実 績 な どで あ る。

同 書 は,B5判,800ペ ー ジで

販 売 価 格 は6,000円 。 主 な 内 容 は

次 の通 り。

第1部 ソソ トウ ェア ・プ ロ ダ ク

トに関 す る動 向

① ソフ トウ ェア ・プ ロ ダ ク トの

動 向

② ソ フ トウ ェア産 業 の動 向

③ ソ フ トウ ェア振 興 政 策 の動 向

④ ソ フ トウ ェア流 通 促 進 関 係 機

関 の 活動 状 況

第2部 我 が 国主 要 ソフ トウ ェア

プ ロ ダ ク ト一 覧

①情 報 処理 振 興 事 業 協 会(IP

A)登 録 汎 用 プ ロ グ ラム一 覧

②IPA登 録汎 用 プ ロ グ ラ ム以

外 の主 要 プ ロ グ ラ ム一 覧

■ 『回 線 交 換 サ ー ビス の イ ン タ フ

ェー ス』 発 刊

㈱ 日本 デ ー タ通 信 協 会 で は,

日本電 信電 話 公 社 の 編 に な る 『回

線 交 換 サ ー ビス の イ ンタ フ ェー

ス 』 を2月8日 発 刊,発 売 した。

A4判282ペ ー ジで 定 価1,500円

(送 料200円)。

〈 本 書 の構 成 〉

(1)ee1部 概 説 と第2部 イ ンタ フ ェ

ー ス モ ジ ュール の2部 に わ か れ て

い る。

② 第1部 概 説 で は,回 線 交 換 サ ー

ビス イ ン タフ ェー ス,回 線 サ ー ビ

ス の機 能,回 線 交 換 サ ー ビス の内

インフォメーション ・タワ・一
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容 の選 択,回 線 サ ー ビス の接 続 形

態 な ど,デ ー タ通信 利 用 の 多様 化

の た め の 回線 交 換 サ ー ビス の概 要

を 説 明 し,こ れ に 対応 す る イ ン タ

フ ェー ス モ ジ ュール の選 び 方 に及

ん で い る。

(3)イ ンタ フ ェー スは,物 理 的,電

気 的 条 件 と理 論 的 条 件 に わ け,さ

らに,接 続 コ ネ クタ の形 状,相 互

接 続 回路 の信 号 の種 類,接 続 形 態

等 に よ り細 分 類 し,決 め られ た イ

ン タ フ ェー ス モ ジ ュー ル と組 み 合

せ て利 用 す る こ と とし,第2部 に

お い て,こ れ らモ ジ ュー ル を 多 く

の 図 表 を 用 い て 詳 細 に 説 明 し て い

る。

本 書 は,電 電 公 社 が 回 線 交 換 サ

ー ビス に利 用 す る 自営 機 器 が 具 備

し な けれ ぽ な らな い イ ンタ フ ェー

ス 条件 を 明 らか に し,公 表 した も

の で,シ ス テ ム設 計,ハ ー ドウ ェ

ア,ソ フ トウ ェア設 計 な どの担 当

技 術 老 は もち ろん,回 線 交 換 サ ー

ビス の利 用 者 に とって も必読 の 書

とい え る。

80年 代 の 急 速 な情 報 化 に 対 処 す

るた め に 常 時,座 右 に おい て回 線

サ ー ビスを よ り効 率的 に利 用 し て

も らい た い,と 同 協 会 で は い って

い る。

■論文提出 ・参加登録進む

翻 医 療 情 報 シス テ ム開 発 セ ン

ター に よれ ば,昭 和55年9月29日

か ら10月4日 ま で,東 京 ・京 王 プ

ラザ ホ テ ル で 開催 され る こ とに な

って い るtMENDINFO'8銀

(第3回 医療 情 報 科学 国際 会 議)

に 提 出 され た 論文 数 は,最 終 的 に

約300題 に の ぼ る予 想 とい う。 こ

れ らの 論 文 は,4月14日,15日 の

両 日,米 国 サ ン フ ラ ンシス コで 開

か れ る プ ロ グ ラ ム委 員 会 に お い て

採 否 が 決 定 され,プ ログ ラ ムが 構

成 され る。 プ ロ グラ ムの 内 容 は,

3rdAnnoumcementと して5月

に配 布 され る予 定 に な って い る。

な お,こ の会 議 の 開会 式 で の特

別 講演 者 とし て,国 内か ら 日本 医

師 会 の 武 見太 郎 会 長,海 外 か らは

1979年 度 ノー ベ ル賞 医学 生 理 学 賞

の 受 賞 者 で あ る米 国 タ フ ト大学 の

Cormack教 授 が 内 定 し て い る。

また,今 回,MEDINFOと し

て は初 め てWHOの 後 援 を 受 け る

こ とが 決 定 し て お り,幅 広 い 参 加

が 期待 され て い る。

〔登録 質 〕

①55年6月30目 以前50,000円

②55年7月1日 以降55,000円

③ ペ ア登 録 ④,000円

(ミ第8回 コ ン ピュー タ会 議 ミ

ミ第7回 国際 放 射 線 治 療 と コ ン

ピ ュー タ利 用 会 議 ミ ミ自動 化 健

診 国際 会 議 ミ とペ ア登 録 した 人

を 対 象 に す る)・

※MED1NFO,80TOKYO

につ い て の お 問 い 合 わ せ ば

〒107港 区 赤 坂2-3-4赤 坂

パP－ク ビル10F・ ㈲ 医 療 情 報

シ ス テ ム開 発 セ ンタ ー総 務 課

電 畜舌03(586)6321。

■55年 度 科 学 技 術 週 間 行 事

JICSTで は,55年 度 科 学 技

術 週 間 の 行 事 とし て,4月17日

(木),本 部 及 び 全 国 の支 部,支

所 で ㍉OIS漢 字 オ ン ラ イ ン 情

報 検 索 シ ステ ム.の 無 料 公 開 を 行

う。 会 場 及 び 問 い 合 せ 先 きは 次 の

通 り,

筑 波 支 部0298(51)4671

本 部03(581)6411

東 京 支 所03(230)1341

名 古屋 支所052(221)8951

大 阪 支所06(445)6001

中 国 支所0822(28)5991

九 州 支所092(473)8521

■10周 年記念式典

㊥ 地方自治情報セ ンタ ー で

は,昭 和55年5月13目,10周 年記

念式典を開催する。

■Hi-OVIS実 験運用期間延

長

働 生活映像情報 システム開発

協会の完全双方向映像情報 システ

ムHi-一 一〇VISの 実験運用期間

■



■

は,当 初 昭和55年3月 まで で あ っ

た が,こ の程,昭 和55年7月 ま で

延 長 す る こ とに な った 。

55年 度 以降 の 実験 とし て は① モ

ニ ター 参 加 番組 の充 実,② 英 会 話

簿記,タ イ プ ラ イ ター な どの技 能

・教 養 番組 の充 実 ,③ 地 域 情 報 番

組 の 充 実,④ 大学 ・公 民館 等か ら

の 市 民講 座 番組 の 新設,⑤ ペ イテ

レビの 実験,な ど将 来 の 普 及 ・実

用 化 に 向 け た 実験 を 計 画 し て い

る。 更 に こ うした 実験 と併 行 し て

Hi-OVIS実 証 シス テ ムの 開

発 も行 な うこ とに な って い る。

■MENDIFO研 究会発起人会

医療情報科学(MedicalInfor・

matics)が 世界的に注 目を集めて

お り,今 年秋にはMFNDIFO

80が 東京で開催されるなどを背景

にして,わ が国においても医療情

報科学独 自の学会を持つ ことの必

要性が痛感されるようになってい

る。 こうした状況の中で,54年9

月11日,神 田学士会館において大

島正光,北 川敏男,猪 瀬博の3氏

の肝いりによるMENDIFO研

究会発起人会が開かれた。この発

起人会は,100余 人の発起人の う

ち56名 が出席し盛会のうちに終っ

たが,昭 和55年2月15目,会 場を

東京海洋会館に移し,設 立総会に

こぎつけ正式に発足した。

■ 地方 自治 情 報 セ ンタ ーの 新 年 度

計 画 決 ま る

㈱ 地 方 自治 情 報 セ ン ター の新

年 度 事 業 計画 が決 ま った 。 研 究 開

発 事 業 の テ ー マ は次 の通 り。

① 地 域経 済 情 報 シス テ ム の調 査 研

究(都 道 府 県)

② 都市 経 営 に おけ る ガ バ メ ン ト ・

ゲー ミン グ ・シ ュ ミ レー シ ョン

の 調査 研 究(市 町村)

③ 地 方公 共 団体 に お け る プ ロ グ ラ

ム開 発技 法 に関 す る調 査 研 究

(共 通)

④ 地 方 行政 関 連 デ ー タベ ー ス設 計

技 法 の調 査 研 究(共 通)

⑥地 図情 報 シス テ ム に関 す る調 査

研 究(共 通)

⑥ コ ン ピ ュー タ利 用 情 況 検 索 シス

テム の調 査 研 究(共 通)

な お,教 育 研 修 事 業 の コ ー スは

次 の よ うに な っ てい る。

1管 理 者 破 修(管 理 者 コ ー ス,コ

ン ピ ュー タ運 営 管 理 者 コー ス)

2コ ン ピ ュ… タ利 用 技 術 研 修

(コ ン ピ ュー タ基 礎 コー ス,コ

ン ピ ュー タ応 用 コー ス,計 画 策

定 コ ース)

3

4

5

6

コンピュータ委託処理専門研

修

トピックス研修

海外研修

全国都道府県地方課情報処理

課指導担当係長会議
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7都 道 府 県地 方 課職 員 を対 象 と

す る コ ンピ ュー タ基 礎 研 修

8都 道 府 県 警 の 単 位 で 行 う研 修

セ ミナ ー で は,構 造 化 プ ロ グ ラ

ミ ング技 法 セ ミナ ー,構 造 化設 計

技 法 セ ミナ ー,コ ン ピ ュー タ導 入

準 備 セ ミナ ー が 新 し く設 定 され た

の が 特 徴 。

■理事会 ・評議員会

翻 地方自治情報センターの理

事会,評 議員会が次のように開か

れた。

理 事 会 昭和55年2.月20日

評議員会 昭和55年2月28日

目 ソフ トウ ェア ・エ ン ジ ニ ア リン

グ に 関 す る 調査 研究 を 内 示

協 同 シス テ ム 開 発㈱ では,55年

度 の 研究 開 発 とし て 「ソフ トウ ェ

ア ・エ ンジ ニ ア リ ン グに関 す る調

査 研 究 」 の内 示 を えた 。

この調 査 研 究 は 昨 年 度 ま で は全

額 補 助 で 行 わ れ て きた が,本 年 度

は,一 部 自己 負 担 とな り,事 業 費

2億7,000万 円,内,補 助 金2億

3,000万 円で,6テ ー マに 分 れ て

い る。

■機械情報産業購演会

㊥機械振興協会経済 研 究 所 で

は,5月28日(水),29日(木)

の2目,そ れぞれ大阪 ・名古屋で

「機械情報産業講演会」を開催す

る予定。

インフォメーション ・タワー
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◇55年 度事業計画等を承認

〈昭和54年 度第2回 理事会〉

去る3月17日 に開催された昭和

54年度第2回 理事会において,昭

和55年度の事業計画及び収支予算

等が承認された。 また,執 行部役

員の選任も行われ,会 長上野幸七,

専務理事手島篤二,常 務理事吉野

元之助,常 務理事山村賛平の四民

の再任が決議された。

なお,55年 度の事業計画(項 目)

は次の通りになっている。

1.鯛 査 ・研究 ・開発

{1晦外における情報処理及び情

報処理産業の実態調査

②わが国情報処理に関する動向

調査

㈲情報化の推進に関する調査研

究

(4}・マン ・マシン・=L・・一ザ ・イン

ターフェイスに関する調査研

究

㈲マイクロ・コンピュータの応

用に関する調査研究

(6)情報拠点の育成に関する調査

研究

(7)第5世 代の電子計算機に関す

る調査研究

{8情報処理システムの有効利用

方法体系化に関す る 調 査 研

究

{9}受託調査 ・研究 ・開発

2.教 育

{1)上級情 報処 理 技 術 …者 等 の 養

成

{2晦 外 に おけ る情 報 処 理 要 員 の

教 育 等 実 態 調 査

(3)情報 処 理 技 法 の 調査 ・研 究

④ 情 報 処 理 技 術 者 教 育 に 関 す る

調 査

旧 コ ン ピ ュー タ啓 蒙 講 座 の 開 催

3.コ ン サ ル テ ー シ ョン ・啓 蒙 ・

普 及 奨 励

{1}コ ンサ ル テー シ ョン

(2}シ ンポ ジ ウム等 の 開 催

(3情 報 処 理 技 術 者 試 験 へ の 協 力

〔4}国際 交流 の促 進

倒 情 報 化週 間 行 事

(6)広報

(7)会員 に対 す るサ ーービス活 動

◇ 第3回 シ ン ポ ジ ウ ム 開 催

(福 岡)

ビ ジ ネ ス ・コ ン ピ ュー タ を活 用

した 経営 の 効 率 化 に つ い て,そ の

具 体 的 活 用 事 例 を 中 心 に,54年 度

第3回 シ ンポ ジ ウムが 次 の通 り開

催 され た 。

日時 ・3月18日(火)

会 場 ・福 岡 商 工 会 議所 ビル3階

テ ー…x?一・80年 代 に お け る効 率 経

営 確 立 のた)らに(ビ ジ

ネ ス ・コ ン ピ ュー タ の

活用

参 加 者 ・38名

,◇第le同 情za処 理に関する

研究会の開催

国 圏 隅 隅 籔艦 藩戴:1§謬薦 懸

コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ ー が直 面

して い る種 々の 問 題 の 中 か ら,情

報 処 理 に 関 す る タ イ ム リー な テー

マを 取 り上 げ,内 外 の 著 名 な 有 識

者 を 講 師 に迎 え て実 施 され る ミ情

報 処 理 に 関 す る研 究 会.が,さ る

2月12日(火),機 械振 興 会 館6

階 で 開 か れ た 。 第10回 目の 研 究 会

で あ る今 回 の テ ー マは,①80年 代

の コ ン ピ ュー タ利 用 の課 題,② デ

ー タベ ー ス ・サ ー ビス とそ の効 率

的 利用 法 で,98名 が 参加 した 。

また,第11回 研 究 会 は,「 シス

テ ム監 査 基 準(試 案)と そ の 活 用 」

を テ ー マ に,3月31日(月)に 開

催 す る 予定 で あ る 。

◇「NCC'80参 加と米国情報

産業視察団」参加募集開始

今 年 で第8回 目を 迎 え るNCC

,80(Nati㎝alComputerCon_

ference)は,5月19日 か ら22日 ま

で,米 国 カ リフォ ル ニ ア州 ・ア ナ

ハ イ ムで 開 催 され るが,情 報 処 理

分 野 で は最 大 の行 事 で あ るNCC

'80へ の 参 加 と
,米 国各 地 の 指 導 的

立 場 に あ る コ ン ピ ュー タ ・メー カ

ー,サ ー ビス ・ビ ュー ロー ・シ ン

クタ ン クな どの 企 業 訪 問 を 目的 に

した 視 察 団 の 参 加 募 集 力ζ,今 年 も

好 評 の うち に始 ま った 。

な お,申 込 み締 切 は4月18日 。

詳 細 に つ い て は,当 協 会 技 術調 査

部調 査 課 電 話03(434)・8211・ 内

線451へ ご照 会 い た だ きた い 。

鷲i巳 慈:渥1藷 ぎ

■

メ
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昭和54年 度の調査研究において

基本問題および応用調査について

まとめた概略は,下 記の通りで,

近 く報告書としてまとめられ る。

1.基 本問題

本調査研究は,シ ステムハウス

個々の企業活動において現状およ

び将来の展望などに 目を向けて考

察するとともに深 く掘 り下げてシ

ステ1、ハウスの有望性を強調 し,

対外的にも十分説得力を持てるよ

うな形で現状分析を行っている。

これらの上に立ってシステムハ

ウス業界形成の諸条件について検

討を行い,業 界形成が単に個々の

システムハウス企業の利益にとど

めず,関 連企業や関連産業にもプ

ラスになるよう記述してされてい

る。 また本書は,で きるだけシス

テムハウス内部および外部に対 し

ても実務に役立つような形でまと

めてある。

Oテ ー マ:「 我 が 国 に おけ る マ イ

ク ロ コ ン ピ ュー タ産 業 」 一 シス

テ ムハ ウス の 業界 形 成 を考 え る

O主 要 項 目:シ ス テ ムハ ウス の 企

業 活 動,シ ス テ ム ハ ウ スの 現 状

分 析,シ ス テ ムハ ウス業 界 形 成

の諸 条件 。

2.応 用技 術

昨 年 度 は,マ イ ク ロ コ ン ピ ュー

タの 特定 分野 に おけ る技 術 動 向 を

主 た る テ ー マ とした が,本 年 度 は

さ ら に マ イ ク ロコ ンピ ュー タの 応

用 上 の課 題 を 具 体 的 に 取 り上 げ る

こ とに した。 本 書 は1～6章 お よ

び トピ ックス か ら成 り,各 車 に お

け る現 状 お よび 展 望へ の主 要 な課

題 を取 りま とめ て い る 。 また 最 後

に は,今 後 の マ イ ク ロコ ン ピ ュー

タの応 用 と して非 常 に 注 目され て

い る技 術 を トピ ッ クス と して取 り

ま とめ て い る。

本書 の テ ー マ等 につ い て は,次

の 通 りで あ る。

○ テー マ:「 マ イ ク ロコ ン ピ ュー

タ応 用 上 の課 題 と展 望 」

○主 要 項 目

・ワ ンチ ップ マ イ ク ロコ ン ピ ュ

ー タ

・汎 用 マ イ ク ロ プ ロセ ッサ

・周 辺 機 器

・ソフ トウ ェ ア

・開 発サ ポー トシ ス テ ム

・マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの 機 能

と商 品性 との関 係

○ トピ ッ クス

・電 子 翻 訳 機

・音 声 合 成

・音 声 認 識

・自動 外観 検 査 装 置

・ロボ ッ ト

一
◇ 研修講 座 の ご案 内

マ ネ ジメ ン ト・リサー チ ・

=1一 ス

(カ リキュラム委員会主査 ・宮

川公男 ・一橋大学商学部教授)

現代の企業は,そ の内外の環境

の複雑化および流動化,そ して国

際化に直面して,そ の意思決定の

ためにますます科学的な方法によ

るデータの分析が必要になってき

ている。本コースは,企 業におけ

る意思決定の助けとなる分析の中

心的な担い手であるマネジメン ト

・リサーチャーに とって必要な基

礎的概念,分 析手法,思 考能力を

教育 ・養成 ・開発することをね ら

いとして開催するものである。

■研修期間55.5.12～16,19,

(毎週金曜日,計32回)

■研修費用28万 円(含:教 材費

2泊3日 の合宿宿泊費)

■研修対象 企業における企画担

当部門(総 合企画部門,

調査部門,財 務管理会計

部門など),営 業計画関

係部門,シ ステム部門の

方々。 ・

■研修内容

序論一モデル ・ビルディングと

システムズ ・アプローチ

1.基 礎的分析手法

(1}数理計画法(線 形計画法,目

屡翻 圏 圏圏圏墨圏圏薩墨腰 睡自彊圏JIPDECだ より
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JIPDECだ より腰 睡覇睡翻竃翻圏

標 計 画 法)

(2)シ ミュ レー シ ョ ン(モ ン テ カ

ル ロ ・シ ミュ レー シ ョン ・シ

ス テ ム ・ダ イナ ミッ クス)

(3)BASIC入 門

(4)統計 解 析(回 帰 分 析,多 変 量

解 析)

2.経 営 分 析 と財 務 管 理

{1}財務 分 析 と企 業 評 価(財 務 諸

表 分析,企 業 評 価 の質 的 ア プ

ロー チ)

② 利 益 計 画 と予 算 統 制

{3}資本 予 算(投 資 決 定 の基 礎 数

理 投 資 決定 の数 理 計 画 モ デ

ル,リ ス ク・アナ リシ ス,コ ス

ト・ア ナ リシス)

3.経 営 計 画 と企 業 戦 略

(1}企業 戦 略(戦 略 コ ンセ プ ト,

戦 略 分 析 の ケ ー ス ・ス タデ ィ)

② 計 画 モ デ ル(事 例 研 究 一 長 期

計 画 モデ ル,財 務 モデ ル,職

能 別 モ デル)

(3)MDS(意 思 決 定 サ ポ ー ト ・

シス テ ム)

{4}計画 と予 測(需 要予 測,環 境 ・

技 術 予 測,マ ー ケ ヅ ト・ リサ

ー チ)

4.ビ ジ ネ ス ・ゲ ー ム に よ る意 思

決 定 演 習(合 宿 研 修)

5.グ ル ープ 研 究(含:発 表 会)

講 師 陣(予 定,敬 称略)

・伊 丹 敬 之(一 橋 大学)

・織 畑 基 一(ボ ス トン ・コ ンサ ル

テ ィ ン グ ・グル ー プ)

・川 田武 司(ア イ シ ン精 機KK)

・小 林秀 徳(成 城 大 学)

・高 橋 三 雄(成 績 大 学)

・丹 下 忠 之(中 央 大学)

・津 村 英 文(専 修 大 学)

・寺 西 靖 彦(日 本 開 発 銀 行)

・富 田 輝博(電 力 中央 研 究 所)

・野 々山 隆 幸(横 浜市 立大)

・花 枝 英 樹(関 東 学 院 大学)

・宮 川 公 男(一 橋 大 学)

・森 田 道也(学 習 院 大 学)

・横 山 積徳(マ ツ ンゼ ー ・ア ン ド・

カ ンパ ニ ー)

・吉 村 光 威(日 本経 済 新 聞社)

■ お 申込 み,お 問 合 せ 失

当協 会 情 報 処 理 研 修 セ ンタ ー

教 務 課

〒104東 京 都 港 区 浜 松 町2-

4-1世 界 貿 易 セ ン ター ビ

ル7階

電 話03(435)6513,6514

編集後記

◇従来のANK(英 数字 ・カナ)

処理のデータとデータベースそし

てO・Sが 漢字処理にも共通して

使える 「日本語ソフトウエア」が

最近あいついで発表されました。

日本語,と くに漢字を含む情報の

処理は長い間,継 子扱いされてき

ましたが,よ うやく認知されるよ

うになった,と いえるでしょう。

これが本当に普及すれば,い わゆ

る漢字文化圏の国々にもとっても

大きな福音 となるでしょう。海外

協力の面からも波及効果が期待 さ

れます。

◇情報公開法制定の要望が高まっ

ている一方で,機 密保護法の立法

化の動きもでています。基本的に

対立する考え方が,そ こにあるわ

けですが,ど ちらも拡大解釈をす

ると本来の目的から離れて弊害の

方が大きくなるという危険がある

点では同じ。データ保護やプライ

バシーの議論にも象徴 されるよう

に情報処理の分野でも同じような

問題があります。情報処理の,そ

して社会の健全な発達のために,

どのような選択をすべきかが,い

ま問われています。

■

昭和55年3月31日 発行

jlPDECジ ャー ナ ルNo.41
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財団法人 日本情報処理開発協会

東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

郵便番号105電 話(434)8211(大 代表)内 線535

※雄 鮒 宛蜘 類 雛 外 てぱ鞭 泰娩 鳴(幽 担 蝋 瑚漣 でご繊 ボ鱒 】・



報 告 書 ・映 画 ・ス ラ イ ドの ご案 内

53年度事業報告書

ア メ リカ にお け るオ フ ィス ・オ ー トメー シ ョ ン

海 外 の 情 報 産 業i

オ ン ラ イ ン需 要調 「査報 告 書

*わ が国情 報処 理 の 将 来 動向

回線利用制度 ・料金 をめぐる各界の要望 ・意見と諸情勢に関する報告,亨

*シ ス テ ム監査 の実 態 と その推 進

*コ ン ピュ ー タ ・セ キ ュ リテ ィの監 査 と評 価

中小企 業 の情 報 シス テ ム化 に関 す る調査 研 究

我 が国 に お け るマ イ クロ ・コ ンピ ュー タ産 業

応 用 か らみ たマ イ クロ ・コ ン ピュ ー タ技術 の 現状 と課 題

ヨー ロ ッパ主 要 国 の 新 しい コ ン ピュ ー タ関 連 施 策

情 報処 理 サ ー ビ ス業基 本問 題 調 査報 告,1…

分 散 型 リソー ス処 理 技 術 の研 究 開 発

シ ステ ム ・アナ ライザ ー開 発 に関 す る報 告 書

'78情 報fヒ国 際
、i青漬 ・討 論 会 会議録

※上 級 情 報処 理 技術 者 育 成 指針(総 論 、各 論1～4)

映 画

分 類 番 号

53-ROO1

53-ROO2

53-ROO3

53-ROO4

53-ROO5

53-ROO6

53-ROO7

53-ROO8

53-ROO9

53-ROI1

53-RO12

53-SOO1

53-SOO3

価 格(・ 般)

在庫 な し

在 庫 な し

1,800円

3,000円

在 庫 な し

1,300円

2,500111

2$20011]

在 庫 な し

(t:[1恒な し

2,200円

10,000円

III|1値な し

〃

1,800円

16,0001.il

ス ライ ド ・テ キス ト

価格(賛 助 会員)

1.500111

2,400111

1,000円

2,000円

1,8001i】

1,800円

8,0001ii

1,500円

13,600円

《

仕 様 形 式
頒 布 価 格

題 名 仕 様
頒 布 価 格

ス ラ イ ド 名
・ ・ 般 賛助会員一 般 賛助会員

全9講 テー プ
な し
テキス ト付

マ ウ ン ト

ロ ー ル

46,000円

46,00011]

41,000円

41,000円
経 営 と コ ン ピ ュ
ー タ 16%カ ラー27分

一 一 や さしい

FORTRAN

コ ン ピ ュー タ と

ソ フ トウ ェ ア
16%カ ラ ー26分 96、0001∫] 88,000円

や さ しい

COBOL

全6講 テープ
付
テキ ス ト付

マ ウ ン ト

ロ ー ル

50,000円

50,000ド1

46,000円

46,000円

考える企 業 16%カ ラ ー24分 94,000円 86,000円

や さ しい

コ ン ピュ ー タ

全3講 テー プ

付

マ ウ ン ト

ロー ル

55,000Fj

45,000円

60,000円

55,000P】

50,000円

40,000円
私た ちの情 報戦
略

16%カ ラー25分 132,000円 121,000PI

明Uへ の健 康 を
め ざして

16%カ ラー30分 138,000円 127,000円 55,000PI

45.000111
私 た ちの

コ ン ピ ュ ー タ

全4講 テープ

付

マ ウ ン ト

ロ ー ル

エ ネルギーと情

報処理
16%カ ラ ー30分 138,000ド1 127,000円

貸lll料:賛 助 会 員 、'般 と も1日LOOOIIl

子 供 た ち と コ ン
ピュ ー タ

16%カ ラー25分
一 87,000円

テ キ ス ト 名

頒 布 価 格
コ ン ピ ュー タの

あ ゆみ
16%カ ラー26分

一 88,000円
・ 般 賛 助 会 員

貸出料:賛 助会 員、 ・般 とも1日2,200円 、21」 目以降 半額

ビ デ オ ・プ リ ン ト(頒 布 の み ご 相 談 に 応 じ ます)

や さしいFORTRAN 1,200PI 1,000円

や さ し いCOBOI. 800PI 700円

OHP利 用 ガイ ド 3,000川 2,400円

OHP原 図 6,000円 6,000川

上記 継 静 よび映画 … イ ド ・テキ ・ トのhX{/tiまた は1臓 ご綿 の ノ元{よ澗 舗 及 課(434-8211内

線535)ま で ご聡 くだ さい.な お、 ・EIIの報鰭 ・つ いては … ピ・一 タ ・エ づ 相581-5201)で も

取 扱 って お ります 。

※印の継 割 当協 会1青報処理 研↑跳 ・タ一致 繍(435-6513・6514)ま で お1治 せ くだ さい・

海外。。ンピ。一,。言簾 ㌘ 認・稀 瀬 高 ㌘ 瑳 繍 蒜 爾 もこそ㌶ 手「::
ので・・希望三 豊曇 禦 空 理 旦 ∵し6j墾貼 蕊 警告ξ竺 一 … ・一 … 」
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本誌は 日本自転 車振 興会 か ら競輪収益の一・部 である機械工業振 興
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